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審査を踏まえた主な変更点

申請時(R3.6)の評価
• 大深度ボーリングデータ（ダウンホール法）や既往の知見等に基づき，
地震動評価用地盤モデルを設定

最終評価
• 標準応答スペクトル用地盤モデルに更新

地下構造評価

申請時(R3.6)の評価
• 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動Ss-31,32の年超過
確率は，10-4～10-6程度

申請時(R3.6）の評価
• 加藤他（2004）による応答スペクトル
• 2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震
動

• 蓄積された地震観測記録や減衰定数の下限等の新しい知見を取り入
れた標準応答スペクトル用地盤モデルを作成

• 標準応答スペクトルに基づく地震動
：振幅包絡線は「全国共通に考慮すべき地震動」を想定して
M6.9,Xeq=10kmで設定

最終評価

• 2004年北海道留萌支庁南部の地震の検討結果に保守性を考慮した地
震動（留萌波の検討においては留萌用地盤モデルを用いることが適切
であることを確認）

• 標準応答スペクトルに基づく地震動
：振幅包絡線は「全国共通に考慮すべき地震動」を想定して
M7.0,Xeq=10kmとし，強震部の継続時間が長くなるように設定

基準地震動Ssの策定

基準地震動の年超過確率の参照

震源を特定せず策定する地震動

申請時(R3.6)の評価
【震源を特定せず策定する地震動による基準地震動】

• 2004年北海道留萌支庁南部地震（Ss-31）

• 標準応答スペクトルに基づき策定した地震動（Ss-32）

最終評価
【震源を特定せず策定する地震動による基準地震動】

• 2004年北海道留萌支庁南部の地震（Ss-31）
→変更なし

• 標準応答スペクトルに基づき策定した地震動（Ss-32）
→振幅包絡線の変更に伴い再設定

最終評価
• 変更なし

新規
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内陸地殻内地震プレート間地震 海洋プレート内地震

検討概要（１／２）

■敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ■震源を特定せず策定する地震動

・ 2000年鳥取県西部地震

・ 2008年岩手・宮城内陸地震

強震動予測レシピに基づく震源モ
デル（Mw9.0）

地質調査結果や強震動予測レシピ
に基づく震源モデル（M7.8）

・短周期レベルの不確かさ
（2007年新潟県中越沖地震の知見を踏まえ
基本震源モデルの1.5倍を考慮）

・断層傾斜角の不確かさ
（2011年福島県浜通りの地震の震源域での
余震分布の形状を考慮し，傾斜角45度を考
慮）

・アスペリティ位置の不確かさ
（端部1マス離隔あり→端部1マス離隔なし）

・SMGA位置の不確かさ
（過去に発生した地震の位置→敷地最短）

・短周期レベルの不確かさ
（宮城県沖で発生する地震の短周期励起特
性を概ねカバーするレベルとして基本震源
モデルの1.5倍を考慮）

・SMGA位置と短周期レベルの不確
かさの重畳

・断層傾斜角の不確かさ
（90度→敷地に向く角度）

・アスペリティ位置の不確かさ
（海洋マントル上端→海洋地殻上端）

・応力降下量の不確かさ
（62MPa→77MPa）

・地震規模の不確かさ
（Mw7.3→Mw7.4）

中央防災会議（2013）等の各種知
見に基づく震源モデル（Mw7.3）

・ 2004年北海道留萌支庁南部の
地震のK-NET港町観測点にお
ける観測記録から推定した基盤
地震動

・ 標準応答スペクトル

次頁へ 次頁へ

全国共通に考慮すべき地震動

地域性を考慮する地震動

【不確かさの考慮】

主な特徴

・既往最大である2011年東北地方太平洋沖地震と同様
のMw9.0を想定している。

・巨大プレート間地震に対して適用性を確認した強震動
予測レシピに基づきパラメータを設定している。

・基本震源モデルによる評価結果は，2011年東北地方
太平洋沖地震における敷地観測記録と良く対応して
いることを確認している。

主な特徴

・想定の基になった中央防災会議（2013）は，フィリピン
海プレートに関する最新知見を踏まえたものであり，
1855年安政江戸地震の再現モデル（応力降下量
52MPa）に2割程度保守性を考慮（応力降下量
62MPa）している。

・フィリピン海プレートの厚さが20km以上となる領域のう
ち，敷地に近い位置に想定している。

主な特徴

・2011年福島県浜通りの地震の知見から，地震発生層の
上端深さを3kmと設定している。下端深さについては保
守的に18kmとし，断層幅をより厚く想定している。

・断層傾斜角については，Ｆ１断層における音波探査結果
や2011年福島県浜通りの地震の震源インバージョンモデ
ルでの傾斜角を参考に西傾斜60度としている。

・断層全長約58kmを南部と北部に区分けする際，リニアメ
ントが判読されない区間をＦ１断層側に含め，これらを合
わせて一つの区間とすることで敷地に近い南部区間に
配置するアスペリティの地震モーメントや短周期レベルを
大きくし，安全側の設定としている。

【不確かさの考慮】 【不確かさの考慮】

2011年東北地方太平洋沖型地震
（Mw9.0）

Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ
平地震断層による地震（M7.8）

中央防災会議 茨城県南部の地震
（Mw7.3）

【検討用地震の選定】

【基本震源モデルの設定】

【検討用地震の選定】

【基本震源モデルの設定】

【検討用地震の選定】

【基本震源モデルの設定】

1. 基準地震動の策定の概要 第526回審査会合
資料４修正

地質・地質構造等に地域差が認
められ，いずれの地震も観測記
録収集外
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内陸地殻内地震プレート間地震 海洋プレート内地震

■敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ■震源を特定せず策定する地震動

経験的グリーン関数法による評価 経験的グリーン関数法による評価経験的グリーン関数法による評価

2004年北海道留萌支庁南部の地
震の検討結果に保守性を考慮した
地震動及び標準応答スペクトルに
基づき策定した地震動のうち，一
部周期帯で基準地震動Ｓｓ－Ｄ１を
上回るものを選定

Noda et al.(2002)による手法に補正
係数を考慮

敷地における2011年東北地方太平
洋沖地震の解放基盤波を包絡し，
断層モデル手法の評価結果を補完
した応答スペクトルを設定

Noda et al.(2002)による手法に補正
係数を考慮

Ｓｓ－D１ 応答スペクトル手法による基準地震動
Ｓｓ－１１ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（M7.8）（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点1）
Ｓｓ－１２ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（M7.8）（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点2）
Ｓｓ－１３ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（M7.8）（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点3）
Ｓｓ－１４ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（M7.8）（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点2）
Ｓｓ－２１ 2011年東北地方太平洋沖型地震（Mw9.0）（短周期レベルの不確かさ）
Ｓｓ－２２ 2011年東北地方太平洋沖型地震（Mw9.0）（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）
Ｓｓ－３１ 2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動
Ｓｓ－３２ 標準応答スペクトルに基づき策定した地震動

■基準地震動Ｓｓの策定

【応答スペクトル手法】

【断層モデル手法】 【断層モデル手法】 【断層モデル手法】

【応答スペクトル手法】 【応答スペクトル手法】

応答スペクトル手法による基準地震動 断層モデル手法による基準地震動

・応答スペクトル手法によるプレート間地震，海洋プレー
ト内地震，内陸地殻内地震の地震動評価結果をすべて
包絡するようＳｓ－D１を策定
・模擬地震波の作成においてはプレート間地震である
2011年東北地方太平洋沖型地震を考慮した振幅包絡
線を作成し，継続時間をより長く設定

断層モデル手法によるプレート間地震，海洋プレート内
地震，内陸地殻内地震の地震動評価結果のうち，一部
周期帯で基準地震動Ｓｓ－Ｄ１を上回るケースを選定

検討概要（２／２）
1. 基準地震動の策定の概要 第526回審査会合

資料４修正
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■基準地震動Ｓｓを示す。

NS方向 EW方向 UD方向

Ｓｓ－D１ 応答スペクトル手法による基準地震動
Ｓｓ－１１ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点1）
Ｓｓ－１２ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点2）
Ｓｓ－１３ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点3）
Ｓｓ－１４ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点2）
Ｓｓ－２１ 2011年東北地方太平洋沖型地震（短周期レベルの不確かさ）
Ｓｓ－２２ 2011年東北地方太平洋沖型地震（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）
Ｓｓ－３１ 2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動
Ｓｓ－３２ 標準応答スペクトルに基づき策定した地震動

基準地震動Ｓｓ
1. 基準地震動の策定の概要 第526回審査会合

資料４修正



108

1. 基準地震動の策定の概要

2. 敷地周辺の地震発生状況

3. 地下構造評価

3.1 地下構造評価の方針

3.2 解放基盤表面の設定について

3.3 地震観測記録による地下構造評価

3.4 地球物理学的調査による地下構造評価

3.5 広域地盤モデルによる深部地下構造の検討

3.6 敷地の詳細モデルによる地震動への影響について

3.7 敷地の地盤モデル

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

5. 震源を特定せず策定する地震動

6. 地盤モデルの整理

7. 基準地震動の策定

8. 基準地震動の年超過確率の参照

参考資料

・震源を特定せず策定する地震動（地域性を考慮する地震動）

参考文献

4

7

17

17

19

23

54

76

92

108

125

202

231

239

253

279

323

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・



109

-1000

-900

-800

-700

-600

-500

-400

-300

-200

-100

0

0 2000 4000 6000 8000

E
.L
.(
m
)

速度(m/s)

地震計

サスペンションVp

ダウンホールVp

サスペンションVp(平均)

サスペンションVs

ダウンホールVs

サスペンションVs(平均)

E
L
.(
m
)

地震計（①～⑤）

サスペンションVp

ダウンホールVp

サスペンションVp（平均）

サスペンションVs

ダウンホールVs

サスペンションVs（平均）

●

①
②

③

④

速度コントラスト
の大きい境界面

⑤

大深度
地震計

▽ 地表（EL.+8m）

解放基盤表面
▽ （EL.-370m）

▽

地震基盤相当面
（EL.-679m）

＝速度コントラスト
の大きい境界面

新
第
三
系

先
新
第
三
系

第
四
系

■従来の統計的グリーン関数法用地盤モデルの設定

従来，経験的グリーン関数法による地震動評価に対する妥当性確認
のための統計的グリーン関数法の評価に用いる地盤モデルの設定の
際には，敷地の大深度地震観測記録等，データの蓄積が十分でな
かったことから，一般的に用いられる手法として，速度構造については
大深度ボーリングデータのダウンホール法に基づき設定し，減衰定数
については既往の知見に基づき設定していた。

■既許可審査以降の新しい知見等を踏まえた新しい地盤モデルの設定

一方，標準応答スペクトルに基づく地震動評価においては，標準応
答スペクトルがVs2200m/s以上となる地震基盤相当面で定義されてい
ることから，地震基盤相当面以深まで掘削している大深度ボーリング
データや地震観測記録を精査する必要があると判断した。
そこで，物理探査結果との整合性の確認や既許可審査以降も蓄積
されている地震観測記録等，既許可審査では取り入れていなかった新
しい知見や考え方を整理し，今回取り入れることにより，標準応答スペ
クトルに基づく地震動評価のための地盤モデルを新たに設定した。

■統計的グリーン関数法用地盤モデルの見直し要否

地盤モデルの設定に際しては，着目する地層区分及び深さの範囲の
違いを踏まえ，地震動評価の目的に応じた検討を行う必要がある。
ここで，統計的グリーン関数法による検討においても，標準応答スペ
クトル用地盤モデルの設定の際に着目している，速度コントラストの大
きい境界面の影響等，地震基盤相当面以深（先新第三系）から解放基
盤表面（新第三系）までの地震波の伝播特性について，既許可審査以
降に蓄積された新しい知見等を適切に反映する必要があると判断した。

： 地震動評価に用いる範囲（始点：入力位置，終点：出力位置）

大深度ボーリングのPS検層結果の例及び地盤モデルの検討イメージ

既許可審査において，経験的グリーン関数法による地震動評価
に対する妥当性確認のために用いていた統計的グリーン関数法
用地盤モデルについては，既許可審査以降に蓄積された地震
基盤相当面以深（先新第三系）からの地震波の伝播特性に関す
る新しい知見等を取り入れて設定した標準応答スペクトル用地
盤モデルに，更新することとする。

標準応答スペクトルに基づく地震動評価に伴う地盤モデルの新規設定
3. 地下構造評価 3.7 敷地の地盤モデル 第1134回審査会合

資料１修正
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■地震観測記録を用いた地震波の到来方向による検討や，地
球物理学的調査に基づき作成した地下構造モデルによる解
析的検討の結果より，東海第二発電所の地下構造は水平成
層とみなせることを確認したので，地盤調査結果と地震観測
記録を用いて，一次元波動論に基づき地盤モデルを設定す
る。

■東海第二発電所の敷地では，1993年に深さ380m程度の解
放基盤表面までを対象としたボーリング調査を実施するとと
もに，ボーリング孔を利用した鉛直アレイ地震観測を継続し
て実施している。その後，2011年までに深さ1000m程度の
ボーリング調査を追加実施するとともに，ボーリング孔を利
用した大深度地震観測を継続して実施している。

■東海第二発電所の敷地における地震動評価に用いる地盤モ
デル（標準応答スペクトル用地盤モデル）は，以下のとおり設
定する。

【 速度構造・密度 】

 ・解放基盤表面以浅については，地表（EL.8m）からEL.-372m
で観測した地震記録をもとに地盤同定解析を行い，設定した
地盤モデルの物性値を用いる。

 ・解放基盤表面～EL.-679mについては，新第三系鮮新統～
第四系下部更新統（新第三系）の標高依存式に基づき設定
する。

 ・EL.-679m以深については，1000mボーリング調査結果に基
づき設定する。

 【 減衰定数  】

 ・大深度地震計を含む鉛直アレイ地震観測記録を用いた広範
囲の地盤同定解析を行い，設定する。

380mボーリング1000mボーリング

地盤モデルの検討に用いたボーリング位置（平面）

地盤モデルの設定方針
3. 地下構造評価 3.7 敷地の地盤モデル 第1134回審査会合

資料１修正
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第1134回審査会合
資料１再掲ＰＳ検層結果（ダウンホール法）

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000

深
さ
(m
)

地盤速度(m/s)

地震計

Ｐ波速度（380m）

Ｐ波速度（1000m）

Ｓ波速度（380m）

Ｓ波速度（1000m）

上端深さ
(m)

Ｓ波速度
(m/s)

Ｐ波速度
(m/s)

地層

0 210 500
第
四
系

7 280 1850

15 470 1850

23 460 1680

新
第
三
系

114 540 1760

176 590 1830

268 670 1920

376 790 2000

380 ― ―

上端深さ
(m)

Ｓ波速度
(m/s)

Ｐ波速度
(m/s)

減衰定数h
地層

水平 鉛直

― ― ― ―

65 500 1680

― ―

新
第
三
系

110 540 1730

180 600 1790

275 650 1890

380 750 1950

485 840 2110 0.0246 0.0103

685 2750 4740 0.0725 0.0397

先
新
第
三
系

745 3220 5550 0.0154 0.0102

1000 ― ― ― ―

【380mボーリング】 【1000mボーリング】

※ G.L. = EL.8.0m

注）1000mボーリングにおける65m以浅
のＳ波速度とＰ波速度，485m以浅の
減衰定数 は取得していない。

3. 地下構造評価 3.7 敷地の地盤モデル
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速度構造・密度の設定： 解放基盤表面以浅（１／２）

初期値

▲

▲

▽

－ 

初期値の
0.6～1.2倍

初期値の
0.8～1.2倍

8.0

92.0

4.0

91.0

▲ -380.0

1.82 670 756
-376.0

1.85 790 790

-268.0
108.0

h0：0.072

α：0.93

-114.0
62.0 1.74

460

557
-176.0

1.78

-23.0

砂質
泥岩

新第三系

1.69

シルト
-15.0

8.0 1.82

1.66
礫混じり砂

280 308

砂礫 470

h0：0.010～1.000

α：0.00～1.00

478

h0：0.236

α：0.75

-2.5
4.5 151

-7.0

砂 210

540

S波速度

130

477

590 669

減衰

h(f)=h0×f
-α

S波速度
(m/s)

減衰定数

h(f)=h0×f
-α

▲ 0.0
2.5

1.71

第四系

固定パラメータ 探索範囲 同定結果

G.L.
(m)

層厚
(m)

密度

(g/cm3)
地層区分 地層

S波速度
(m/s)

●地盤モデルの同定結果（水平動）

・地震観測記録から求めた伝達関数に，一次元波動論に基づく理論伝達特性を当てはめる逆解析により，地盤モデルを同定した。
・初期値は，380mボーリングの調査結果とし，Ｓ波速度と減衰定数 について同定した。

・解析手法は遺伝的アルゴリズムを用い，乱数の初期値を変えた5通りの計算結果の平均値を採用した。
・解析パラメータについては，山中・石田(1995)を参考に設定した。

同定解析における初期値，探索範囲，同定結果（水平動）

▲：地震計設置位置
▽：解放基盤表面

同定対象

※ G.L. = EL.8.0m

減衰定数

3. 地下構造評価 3.7 敷地の地盤モデル

■解放基盤表面以浅の速度構造，密度の値については，地表（EL.8m）からEL.-372mで観測した地震記録をもとに地盤
同定解析を行い，設定した地盤モデルの物性値を用いる。

第1134回審査会合
資料１修正



113

速度構造・密度の設定： 解放基盤表面以浅（２／２）

初期値

▲

▲

▽

－ 

100～500
(m/s)

初期値の
0.8～1.2倍

8.0

91.0

固定パラメータ

▲ -380.0

4.0

1920 2256
-376.0

1.85 2000 2000

108.0

92.0

1760 1742
-176.0

1.78 1830
h0：0.203

α：0.93

-114.0
62.0 1.74

-23.0

1.69

-268.0

シルト

2067

1753

礫混じり砂

砂質
泥岩

1.82

 h0：0.010～1.000

α：0.00～1.00

280
500

-15.0
8.0 1.82

1.66

砂

第四系

1850
1589

砂礫 1509

新第三系

1680

P波速度

h0：0.203

α：0.21

-2.5
4.5 403

-7.0

P波速度
(m/s)

減衰定数

h(f)=h0×f
-α

▲ 0.0
2.5

1.71

探索範囲 同定結果

G.L.
(m)

層厚
(m)

密度

(g/cm3)
地層区分 地層

P波速度
(m/s)

減衰

h(f)=h0×f
-α

▲：地震計設置位置
▽：解放基盤表面

同定対象

●地盤モデルの同定結果（鉛直動）

・地震観測記録から求めた伝達関数に，一次元波動論に基づく理論伝達特性を当てはめる逆解析により，地盤モデルを同定した。
・初期値は，380mボーリングの調査結果とし，P波速度と減衰定数 について同定した。

・解析手法は遺伝的アルゴリズムを用い，乱数の初期値を変えた5通りの計算結果の平均値を採用した。
・解析パラメータについては，山中・石田(1995)を参考に設定した。

同定解析における初期値，探索範囲，同定結果（鉛直動）

減衰定数

■解放基盤表面以浅の速度構造，密度の値については，地表（EL.8m）からEL.-372mで観測した地震記録をもとに地盤
同定解析を行い，設定した地盤モデルの物性値を用いる。

※ G.L. = EL.8.0m

3. 地下構造評価 3.7 敷地の地盤モデル 第1134回審査会合
資料１修正
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速度構造・密度の設定： 解放基盤表面～EL.-679m（新第三系）（１／２）

・東海第二発電所敷地に分布する新第三系の久米層の地盤速度は，深度方向に増大する傾向を示す。
・標高-400m程度まで掘削した5孔のボーリング孔で実施したPS検層によって得られた地盤速度と1000mボーリ
ングで実施したPS検層によって得られた地盤速度を以下に示す。また併せて，それぞれのPS検層結果から得
られる標高と地盤速度の関係を示す。
・標高-400m程度まで掘削した5孔のボーリング孔で実施したPS検層データを基に作成した地盤速度と標高の関
係は，1000mボーリングで実施したPS検層結果と整合的であり，久米層における地盤速度は，標高-400m程度
まで掘削した5孔のボーリング孔で実施したPS検層データを基に作成した地盤速度と標高の関係より求める。

久米層における
地盤速度と標高の関係

Vs＝0.433－7.71×10-4・Z

Vp＝1.65－9.09×10-4・Z

ここで，Vs：S波速度（km/s）
Vp：P波速度（km/s）
Z：標高（m）

EL.-400m程度までのボーリング孔
：S波速度
：S波速度と標高の関係

1000mボーリング
：S波速度
：S波速度と標高の関係

EL.-400m程度までのボーリング孔
：P波速度
：P波速度と標高の関係

1000mボーリング
：P波速度
：P波速度と標高の関係

3. 地下構造評価 3.7 敷地の地盤モデル 第1053回審査会合
資料１再掲
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速度構造・密度の設定： 解放基盤表面～EL.-679m（新第三系）（２／２）
3. 地下構造評価 3.7 敷地の地盤モデル

・東海第二発電所敷地に分布する新第三系の久米層の密度は，深度方向に増大する傾向を示す。
・標高-400m程度まで掘削した5孔のボーリング孔で実施した密度検層によって得られた密度と1000mボーリング
で実施した密度検層によって得られた密度を以下に示す。また併せて，それぞれの密度検層結果から得られる
標高と密度の関係を示す。
・標高-400m程度まで掘削した5孔のボーリング孔で実施した密度検層データを基に作成した密度と標高の関係
は，1000mボーリングで実施した密度検層結果とEL.-500m程度まで整合的であるが， EL.-500m以深では密度
と標高の関係より密度検層データが大きくなる。
・1000mボーリング結果によると，EL.-476m以深では砂質泥岩層と乱堆積物層との互層が見られることより，
EL.-476mを境に密度と標高の関係を変えることとした。

EL.-400m程度までのボーリング孔
：密度
：密度と標高の関係

1000mボーリング
：密度
：密度と標高の関係

EL.-400m程度までのボーリング孔
：密度
：密度と標高の関係
（EL.-476m以浅に適用）

1000mボーリング
：密度

EL.-476m以深
：密度と標高の関係 久米層における

密度と標高の関係

ρ＝1.702－2.828×10-4・Z
（ EL.-476m 以浅）

ρ＝1.253－1.220×10-3・Z
（ EL.-476m 以深）

ここで，ρ：密度（g/cm3）
Z：標高（m）

第1053回審査会合
資料１再掲
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速度構造・密度の設定： EL.-679m以深（先新第三系）

-1000

-900

-800

-700

-600
0 2000 4000 6000 8000

E
.L
.(
m
)

速度(m/s)

■EL.-679m以深（先新第三系）

・EL.-679m以深では，1000mボーリングのダウンホール法とサスペンション法との結果で差が生じていることから速度構造
を再検討する。今回は，サスペンション法に準拠して速度構造を設定する。具体的には，ダウンホール法における同一
層内で，サスペンション法のVs，Vpをそれぞれ平均して求めた値を用いる 。

・密度については1000mボーリングにおける密度検層結果を基に設定する。

・地震基盤相当面位置は，Vs2200m/s以上に相当する敷地での層の上面としてEL.-679m（Vs2200m/s）に設定する。

・なお，上記のとおり設定した速度構造については，既往の物理探査結果との比較によりその妥当性を確認している。

標高
(m)

層厚
(m)

ダウンホール法
サスペンション法準拠

（今回） 備考

Vs(m/s) Vp(m/s) Vs(m/s) Vp(m/s)

（947） （2256） （947） （2256）
標高依存式
より算定

55.0 2750 4740 2200 4800

258.0 3220 5550 2800 5300

－ 3220 5550 2800 5300

-679

-734

-992

▽地震基盤相当面

ダウンホールVs,Vp サスペンションVp
サスペンションVp（平均）
サスペンションVs
サスペンションVs（平均）

E
L
.(
m
)

3. 地下構造評価 3.7 敷地の地盤モデル 第1134回審査会合
資料１修正
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■大深度地震計を含む鉛直アレイ地震観測記録を用いて減衰定
数を設定する。

・大深度地震計は地震基盤相当面より深い位置（EL.-992m）に設
置されており，他の鉛直アレイ地震観測記録と併用することで，
地震基盤相当面から解放基盤表面までの地震波の伝播の状況
を直接調べることができる。そこで，大深度地震計を含めた鉛直
アレイ地震観測記録の伝達関数の逆解析により，減衰定数（Q
値）を求める。

・伝達関数の逆解析による減衰定数（Q値）の同定範囲は地表面
からEL.-992mの範囲とする。

・地盤の減衰定数 は一般に振動数依存が認められ，高振動数に
なるほど減衰定数 が低下する性質があるが，それには下限が

存在すると考えられることから（武村他(1993)，木下・大池(2002)，
佐藤他（2006）， Fukushima et al.(2016)），減衰定数 の同定に際
しては，減衰定数 の下限を考慮する。

減衰定数の設定： 方針

▽地震基盤相当面

大深度ボーリングのPS検層結果の例

大深度地震計

第
四
系
下
部
更
新
統
～
新
第
三
系
鮮
新
統

先
新
第
三
系

第
四
系

▽解放基盤表面

E
L
.(
m
)

3. 地下構造評価 3.7 敷地の地盤モデル

振動数(Hz)

減
衰
定
数

佐藤他(2006)による
減衰定数

減
衰
定
数

第1134回審査会合
資料１修正

逆解析に用いる減衰モデル のイメージ図
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■地盤同定解析に用いる3地震の伝達関数について，以下のとおり整理する。

・P波，S波初動の明瞭な23地震選定の段階では，およそ3Hz以下の低周波数帯でばらつきは大きいものの，3Hz以上
の高周波数帯では小さくなり，更に，全体を代表する5地震を選定した段階で全周波数帯でばらつきは小さくなる。

・全体を代表する5地震の伝達関数では，Transverse方向，UD方向とも伝達関数の違いは小さいことを確認した上で，
マグニチュードの大きい3地震を地盤同定解析に用いる地震として選定する。

検討対象3地震の諸元

No. 発震日時
震央位置 マグニ

チュード
震源深さ
(km)

震央距離
(km)緯度（度） 経度（度）

5 2013/01/31 23:53 36.7030 140.6040 4.7 8.4 26.0 

14 2013/09/20 02:25 37.0510 140.6950 5.9 16.7 65.0 

18 2014/01/09 04:08 36.7885 140.5810 4.6 6.6 35.9 

検討対象3地震の震央分布図

東海第二発電所

■地盤同定解析に用いる3地震の諸元を下記に示す。

23地震全体の伝達関数の中から代表性のあるものとして5地震の伝達関数を選定し，それらの伝達関数
に大きな差はないことを確認している。従って，検討に用いる3地震の選定プロセスの段階で，3地震以外
の地震の記録での検証を行い，最終的に用いる3地震の記録の妥当性を確認している。

減衰定数の設定： 地盤同定解析に用いる３地震
3. 地下構造評価 3.7 敷地の地盤モデル 第1020回審査会合
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n α fo n α fo

5300 2.78

-566.0
89.0

▼ -992.0
- 2800 5300 2.78

2.65

904 2205 2.00
-655.0

90.0 835 2124 1.89
-476.0

先新第三系 0.0-1.5 0.0-1.5 1.0-33.3

△ -679.0
55.0 2200 4800

-734.0
258.0 2800 10-100

24.0 947 2256 2.07

1.0-20.0 10-400

-168.0
24.0

669 2067 1.78▼ -192.0
68.0

-260.0
108.0 756

-368.0
2.0

790 2000▽ -370.0
2.0

▼ -372.0
104.0

1509 1.82
-15.0

2.0
▼ -17.0

89.0
-106.0

62.0 557 1742 1.74

第四系
下部更新
統
～

新第三系
鮮新統

477 1753 1.69

1.85

790 2000 1.85

2256 1.82

1.71

1-50 0.0-1.5

5.5
4.5 151 403

▼ 8.0
2.5

第四系

130 280

1.0
8.0 308 1589 1.66

-7.0
8.0 478

探索範囲

E.L.
(m)

層厚
(m)

地層
S波速度
(m/s)

P波速度
(m/s)

密度

(g/cm3)

固定パラメータ

水平 鉛直

Q=(Vs/n)(f/ｆ0)^α Q=(Vp/n)(f/ｆ0)^α

10-80 0.0-1.5 1.0-20.0 10-320 0.0-1.5 1.0-33.3

1.0-20.0 1-200 0.0-1.5 1.0-33.3

■Q値を対象に地盤同定解析を行う。

■Q値の上限（減衰定数 の下限）を考慮したバイリニア型のモデルを用いる。また，Q値のS波速度（Vs），P波速度
（Vp）依存を考慮する。

同定解析における探索範囲

●： 地震計位置

①

⑤

③

④

②

⑥

① 地表（EL.8m）からEL.-372mで観測した地震記
録をもとに地盤同定解析を行い設定した地盤モ
デルの物性値を用いる。

② 概ね100m程度を目安に層厚を設定する。

③ EL.-372m ～-476mの地盤物性については，上
層との連続性を考慮し，上層と同じ値を設定す
る。

④ EL.-476m～-679mの地盤物性については，調
査結果に基づく標高依存式より算出する。

⑤ EL.-679m以深のS波速度及びP波速度につい
ては，1000mボーリングにおけるPS検層（サス
ペンション法）結果，密度については1000mボー
リングにおける密度検層結果を基に設定する。

⑥ 地表（EL.8m）からEL.-992mで観測した地震記
録をもとに地盤同定解析を行う。

▽解放基盤表面

▽地震基盤相当面

EL.
(m)

減衰定数の設定： 解析条件及び探索範囲（１／２）
3. 地下構造評価 3.7 敷地の地盤モデル 第1134回審査会合
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EL. 地震計 地 層

第四系

第四系
下部更新統
～

新第三系
鮮新統

先新第三系

①

②

●

●

380m以浅のボーリング1000mボーリング

地震計の設置深さ

■地震計間の伝達関数には，①EL.+8m／EL.-17m，②EL.-17m／EL.-192m ，③EL.-192m／EL.-372m ，④EL.-372m／
EL.-992mの4ペアを用いる。

■前述した3地震の観測記録の伝達関数を同時にフィッティングさせてQ値を同定する。フィッティングに際しては3地震そ
れぞれの入射角も未知数として同定対象とする。

■逆解析については5回の試行を行い，そのうち最小の解を結果とする。

● :地震計

地震計の設置位置

No. 地震
入射角探索範囲※

Transverse
方向

UD
方向

5 2013/01/31 55-65 60-70

14 2013/09/20 30-40 45-55

18 2014/01/09 25-35 55-65

入射角

※震源と観測点の位置関係及びEL.-992m
の地震計のUD方向-Transverse方向の
オービットに基づき設定。

●

●

●

-992m

-372m

-192m

-17m

③

④

+8m
(G.L.)

減衰定数の設定： 解析条件及び探索範囲（２／２）
3. 地下構造評価 3.7 敷地の地盤モデル 第1134回審査会合
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0.1 1 10
周波数(Hz)

EL.-372m / EL-992m

増
幅
率

0.1 1 10
周波数(Hz)

EL.-192m / EL-372m

増
幅
率

0.1 1 10
周波数(Hz)

EL.-17m / EL-192m

増
幅
率

0.1 1 10
周波数(Hz)

EL.+8m / EL-17m

増
幅
率

0.1

1.0

10.0

100.0

0.1

1.0

10.0

100.0

0.1

1.0

10.0

100.0

0.1

1.0

10.0

100.0

0.1

0.1 1 10
周波数(Hz)

EL.-372m / EL-992m

増
幅
率

0.1 1 10
周波数(Hz)

EL.-192m / EL-372m

増
幅
率

0.1 1 10
周波数(Hz)

EL.-17m / EL-192m

増
幅
率

0.1 1 10
周波数(Hz)

EL.+8m / EL-17m

増
幅
率

0.1

1.0

10.0

100.0

0.1
0.1

1.0

10.0

100.0

0.1
0.1

1.0

10.0

100.0

0.1
0.1

1.0

10.0

100.0

0.1

0.1 1 10
周波数(Hz)

EL.-372m / EL-992m

増
幅
率

0.11.010.0100.00.1

0.1 1 10
周波数(Hz)

EL.-192m / EL-372m

増
幅
率

0.11.010.0100.00.1

0.1 1 10
周波数(Hz)

EL.-17m / EL-192m

増
幅
率

0.11.010.0100.00.1

0.1 1 10
周波数(Hz)

EL.+8m / EL-17m

増
幅
率

0.11.010.0100.00.1

0.1

1.0

10.0

100.0

0.1

1.0

10.0

100.0

0.1

1.0

10.0

100.0

0.1

1.0

10.0

100.0

同定結果

観測記録

観測記録の伝達関数と同定結果の伝達関数

2013年1月31日
入射角：55.63°

2013年9月20日
入射角：30.22°

2014年1月9日
入射角：34.30°

備考
対象周波数：0.5～20Hz。地震観測記録の伝達関数は，0.5HzのParzen windowで平滑化。

■観測記録の伝達関数と同定結果の伝達関数を下記に示す。同定結果は観測記録を再現している。

EL.+8m / EL.-17m EL.-192m / EL.-372m EL.-372m / EL.-992mEL.-17m / EL.-192m

EL.+8m / EL.-17m EL.-192m / EL.-372m EL.-372m / EL.-992mEL.-17m / EL.-192m

EL.+8m / EL.-17m EL.-192m / EL.-372m EL.-372m / EL.-992mEL.-17m / EL.-192m

減衰定数の設定： 観測伝達関数と理論伝達関数の比較（Transverse方向）
3. 地下構造評価 3.7 敷地の地盤モデル 第1053回審査会合
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1 10
周波数(Hz)

EL.-372m / EL-992m

増
幅
率

0.1

1.0

10.0

100.0

0.1

同定結果

観測記録2013年1月31日
入射角：60.74°

2013年9月20日
入射角：45.27°

2014年1月9日
入射角：55.99°

0.11 10
周波数(Hz)

EL.-192m / EL-372m

増
幅
率

0.1

1.0

10.0

100.0

0.1

0.10.1 1 10
周波数(Hz)

EL.-192m / EL-372m
増
幅
率

0.1

1.0

10.0

100.0

0.11 10
周波数(Hz)

EL.-192m / EL-372m

増
幅
率

0.1

1.0

10.0

100.0

0.1

1 10
周波数(Hz)

EL.-372m / EL-992m

増
幅
率

0.1

1.0

10.0

100.0

1 10
周波数(Hz)

EL.-372m / EL-992m

増
幅
率

0.1

1.0

10.0

100.0

観測記録の伝達関数と同定結果の伝達関数

■観測記録の伝達関数と同定結果の伝達関数を下記に示す。同定結果は観測記録を再現している。

1 10
周波数(Hz)

増
幅
率

0.1

1.0

10.0

100.0

0.1

1 10
周波数(Hz)

増
幅
率

0.1

1.0

10.0

100.0

1 10
周波数(Hz)

増
幅
率

0.1

1.0

10.0

100.0
EL.+8ｍ / EL.-192m

EL.+8ｍ / EL.-192m

EL.+8ｍ / EL.-192m

以上より，設定した速度構造及び同定した減衰定数は，観測記録の伝達関数をよく再現しており，地震観測
記録の説明性の観点において地盤モデルの妥当性について確認した。

備考
・対象周波数：0.5～33Hz。地震観測記録の伝達関数は，0.5HzのParzen windowで平滑化。 ・UD方向のEL.-17mの地震計は故障のため欠測。現在は復旧済。

EL.-192m / EL.-372m

EL.-192m / EL.-372m

EL.-192m / EL.-372m EL.-372m / EL.-992m

EL.-372m / EL.-992m

EL.-372m / EL.-992m

減衰定数の設定： 観測伝達関数と理論伝達関数の比較（UD方向）
3. 地下構造評価 3.7 敷地の地盤モデル 第1053回審査会合
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水平 鉛直

n α fo n α fo

0.004f-0.23 (f≦16.46)
0.002     (f＞16.46)

13

2.0 0.061f-1.05 (f≦6.78)
0.008     (f＞6.78)

0.264f-1.05 (f≦31.74)
0.007     (f＞31.74)

1.31 20 0.23 16.46

1.05 6.78 28 1.05 31.74

53 0.21

2800 5300 2.78

-734.0
258.0 2800 5300 2.78

▼ -992.0

-

2.65

1.85

-476.0
90.0 835 2124 1.89

-566.0
89.0 904 2205 2.00

-655.0

24.0 947 2256 2.07
△ -679.0

55.0 2200 4800

2067 1.78▼ -192.0
68.0

-260.0
108.0 756 2256 1.82

-368.0
2.0

790 2000 1.85▽ -370.0

▼ -372.0
104.0 790 2000

669

▼ -17.0

89.0
-106.0

62.0
-168.0

24.0

1.32 18.74 44

280
1.71

1589 1.66

1509 1.82

4.5 151 403

1.0
8.0

5
308

-7.0
8.0 478

-15.0

2.0

第四系
下部更新統

～
新第三系鮮
新統

477 1753 1.69

557 1742 1.74

0.058f-1.05 (f≦6.78)
0.008     (f＞6.78)

0.054f-1.05 (f≦6.78)
0.007     (f＞6.78)

0.051f-1.05 (f≦6.78)
0.007     (f＞6.78)

固定パラメータ

E.L.
(m)

層厚
(m)

地層
S波速度
(m/s)

P波速度
(m/s)

密度

(g/cm3) 水平 鉛直

▼ 8.0
2.5

第四系

130

0.91 19.45

5.5

0.921f-1.32 (f≦18.74)
0.019     (f＞18.74)

0.793f-1.32 (f≦18.74)
0.017     (f＞18.74)

0.389f-1.32 (f≦18.74)
0.008     (f＞18.74)

0.061f-1.05 (f≦6.78)
0.008     (f＞6.78)

0.264f-1.05 (f≦31.74)
0.007     (f＞31.74)

0.250f-1.32 (f≦18.74)
0.005     (f＞18.74)

0.087f-1.05 (f≦6.78)
0.012     (f＞6.78)

0.064f-1.05 (f≦6.78)
0.009     (f＞6.78)

0.061f-1.05 (f≦6.78)
0.008     (f＞6.78)

Q=(Vs/n)(f/ｆ0)^α Q=(Vp/n)(f/ｆ0)^α

先新第三系

同定結果（f：周波数（Hz））

減衰定数h(f)

0.010f-0.21 (f≦1.31)
0.009     (f＞1.31)

0.072f-1.05 (f≦6.78)
0.010     (f＞6.78)

0.256f-1.05 (f≦31.74)
0.007     (f＞31.74)

0.013f-0.21 (f≦1.31)
0.012     (f＞1.31)

1.170f-0.91 (f≦19.45)
0.079     (f＞19.45)

0.813f-0.91 (f≦19.45)
0.055     (f＞19.45)

0.206f-0.91 (f≦19.45)
0.014     (f＞19.45)

0.217f-0.91 (f≦19.45)
0.015     (f＞19.45)

0.303f-1.05 (f≦31.74)
0.008     (f＞31.74)

0.234f-1.05 (f≦31.74)
0.006     (f＞31.74)

0.264f-1.05 (f≦31.74)
0.007     (f＞31.74)

0.249f-1.05 (f≦31.74)
0.007     (f＞31.74)

0.240f-1.05 (f≦31.74)
0.006     (f＞31.74)

0.234f-1.05 (f≦31.74)
0.006     (f＞31.74)

0.004f-0.23 (f≦16.46)
0.002     (f＞16.46)

0.102f-1.05 (f≦6.78)
0.014     (f＞6.78)

0.301f-1.05 (f≦31.74)
0.008     (f＞31.74)

同定した地盤モデル

■Q値の同定結果を下表に示す。

地盤モデルの設定結果

●： 地震計位置

▽解放基盤表面

▽地震基盤相当面

（減衰定数hはQ=1/(2h)の関係より算定）

EL.
(m)

3. 地下構造評価 3.7 敷地の地盤モデル 第1053回審査会合
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■地盤同定解析結果を踏まえ，設定した地盤モデルを下表に示す。

地震動評価に用いる地盤モデル
3. 地下構造評価 3.7 敷地の地盤モデル

EL.
(m)

層厚
(m)

S波速度
(m/s)

P波速度
(m/s)

密度
(g/cm3)

減衰定数 h(f)

水平 鉛直

106.0 790 2000 1.85 
0.061f-1.05 (f≦6.78)
0.008    (f＞6.78)

0.264f-1.05 (f≦31.74)
0.007     (f＞31.74)

90.0 835 2124 1.89 
0.058f-1.05 (f≦6.78)
0.008     (f＞6.78)

0.249f-1.05 (f≦31.74)
0.007     (f＞31.74)

89.0 904 2205 2.00 
0.054f-1.05 (f≦6.78)
0.007     (f＞6.78)

0.240f-1.05 (f≦31.74)
0.006     (f＞31.74)

24.0 947 2256 2.07 
0.051f-1.05 (f≦6.78)
0.007     (f＞6.78)

0.234f-1.05 (f≦31.74)
0.006     (f＞31.74)

55.0 2200 4800 2.65 
0.013f-0.21 (f≦1.31)
0.012     (f＞1.31)

0.004f-0.23 (f≦16.46)
0.002     (f＞16.46)

258.0 2800 5300 2.78 
0.010f-0.21 (f≦1.31)
0.010     (f＞1.31)

0.004f-0.23 (f≦16.46)
0.002     (f＞16.46)

- 2800 5300 2.78 

地震動評価に用いる地盤モデル
（標準応答スペクトル用地盤モデル）

新規

-370.0

-476.0

-566.0

-655.0

-679.0

-734.0

-992.0
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1. 基準地震動の策定の概要

2. 敷地周辺の地震発生状況

3. 地下構造評価

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

4.1 プレート間地震

4.2 海洋プレート内地震

4.3 内陸地殻内地震

5. 震源を特定せず策定する地震動

6. 地盤モデルの整理

7. 基準地震動の策定

8. 基準地震動の年超過確率の参照

参考資料

・震源を特定せず策定する地震動（地域性を考慮する地震動）

参考文献

4

7

17

125

125

147

180

202

231

239

253

279

323
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■震源を特定せず策定する地震動の策定に当たり，震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内地
震で得られた震源近傍における観測記録を基に敷地の地盤特性の影響を考慮した地震動を評価する。

■震源を特定せず策定する地震動として，「全国共通に考慮すべき地震動」及び「地域性を考慮する地震動」の２種
類を検討する。

（２） 地域性を考慮する地震動（１） 全国共通に考慮すべき地震動

「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」に掲げ
る収集対象の地震の例

・ 2000年鳥取県西部地震

・ 2008年岩手・宮城内陸地震

「実用発電用原子炉及びその付属施設の位置、構造及び
設備の基準に関する規則の解釈 別記２」に掲げる知見

・ 2004年北海道留萌支庁南部の地震のK-NET港町観測
点における観測記録から推定した基盤地震動

・ 標準応答スペクトル

敷地の地盤特性の影響を考慮した地震動評価

（３） 震源を特定せず策定する地震動の設定

・ 2004年北海道留萌支庁南部の地震の検討結果に保守性を考慮した地震動 （水平方向：610cm/s2，鉛直方向：280cm/s2 ）

・ 標準応答スペクトルに基づき策定した地震動（水平方向：829cm/s2，鉛直方向：499cm/s2 ）

上記地震の震源域と東海第二発電所の地域性の検討

地質・地質構造等に地域差が認められ，いずれの地震動
も該当しない。

検討概要
5. 震源を特定せず策定する地震動 第526回審査会合

資料４修正
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■佐藤他（2013）では，K-NET観測点のHKD020（港町）について，G.L.-6mまでの室内試験結果を考慮した非線形解
析を行い，G.L.-41mの基盤面における基盤地震動を評価している（G.L.-6m以深は線形解析を仮定し，減衰定数

は1%に設定）。

■上記の基盤地震動の評価結果について妥当性を確認するため，以下の追加検討を実施する。

①佐藤他（2013）の報告時点以降に，G.L.-6mからG.L.-41mまでの室内試験結果を用い，G.L.-41mまでの非線形
性を考慮して基盤地震動（水平方向）を評価する。

②不確かさを考慮した基盤地震動の評価として，G.L.-6mまで非線形，G.L.-6m以深は減衰定数 3%として基盤地
震動（水平方向）を評価する。

③佐藤他（2013）の報告時点以降に得られたPS検層の再測定結果から，地盤モデルを変更して基盤地震動（鉛直
方向）を評価する（解析方法は佐藤他（2013）と同様）。

④HKD020（港町）における地下水位の状況を踏まえ，G.L.-6mまではポアソン比一定，G.L.-6m以深は体積弾性率
一定として基盤地震動（鉛直方向）を評価する。

⑤東海第二原子力発電所における地盤物性の影響を考慮した基準地震動（水平方向・鉛直方向）を評価する。

2004年北海道留萌支庁南部の地震（１／４）
5. 震源を特定せず策定する地震動 （１） 全国共通に考慮すべき地震動 第526回審査会合

資料４修正
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■ 2004年北海道留萌支庁南部の地震のK-NET HKD020（港町）観測点の観測記録について，佐藤他（2013）による
基盤地震動を震源を特定せず策定する地震動に反映するにあたり，基盤地震動評価結果における地盤物性等の
妥当性を確認するため，以下の検討を実施する。

検討① 検討② 検討③ 検討④

水平方向 水平方向 鉛直方向 鉛直方向

室内試験結果を考慮し
た等価線形解析

室内試験結果を考慮し
た等価線形解析

減衰定数 を一律3%とし

た線形解析

表層部のPS検層を再実
施し，地盤モデルに反映

体積弾性率一定と仮定
した線形解析

地下水位の状況を踏ま
えポアソン比一定とした
線形解析

体積弾性率一定と仮定
した線形解析

561 cm/s2 609 cm/s2 － －

－ － 306 cm/s2 262 cm/s2

G.L.-6m
～

G.L.-41m

G.L. 0m
～

G.L.-6m

佐藤他（2013）

水平方向 鉛直方向

室内試験結果
を考慮した
等価線形解析

減衰定数 を

一律1%とした
線形解析

体積弾性率
一定と仮定した
線形解析

585 cm/s2 －

－ 296 cm/s2

最 大
加速度

EL.-370m

EL.-655m

東海第二発電所

▼解放基盤表面

Vs=938m/s
（留萌のG.L.-41mの
基盤層のVsと同値）

東海第二発電所における
地盤特性の影響を考慮した
基盤地震動を評価

検討⑤

※ 地盤物性の影響を評価す
るにあたり，はぎとり解析の
不確かさ等を考慮して，最も
大きい最大加速度値の検討
結果を考慮することにより，
保守的な設定とする。

2004年北海道留萌支庁南部の地震（２／４）
第526回審査会合
資料４修正

5. 震源を特定せず策定する地震動 （１） 全国共通に考慮すべき地震動
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●

①
②

③

④

大深度
地震計

▽ 地表（EL.+8m）

解放基盤表面
▽ （EL.-370m）

K-NET港町観測点
の基盤相当面
▽ （EL.-655m）

新
第
三
系

先
新
第
三
系

第
四
系

・2004年北海道留萌支庁南部の地震の検討においては，K-NET港町観
測点における基盤地震動に敷地の地盤特性を考慮する必要がある。
具体的には，基盤地震動を推定した基盤層に相当する層を検討し，そ
の層に基盤地震動を入力して解放基盤表面まで引き上げることにより，
敷地の地盤物性を考慮する。

・その際には，2004年北海道留萌支庁南部の地震の検討に特化して設
定した地盤モデル（留萌用地盤モデル）を用いることとする。

【 速度構造の設定 】

・敷地に分布する新第三系の久米層の地盤速度は，物理探査等の調査
結果から，深度に依存して漸増する一次関数の式（標高依存式）で表
現できる。この特徴を踏まえ，より適切な基盤相当層を検討すべく，
2004年北海道留萌支庁南部の地震の検討に特化した速度構造モデル
を設定する。

・地盤速度や密度の値については，上述の標高依存式により算出する。
基盤相当面については，K-NET港町観測点における基盤層と同値とな
るVs938m/sとして，この標高依存式を用いて，EL.-655m位置に設定す
る。

【 減衰定数 の設定 】

・新第三系の速度構造については，前述のとおり，地盤速度が物理探査
等の調査結果から深度に依存して漸増する一次関数の式（標高依存
式）で表現でき，明瞭な速度コントラストが見られないという特徴がある。

・2004年北海道留萌支庁南部の地震の検討においては，敷地の地盤特
性を考慮する範囲が新第三系に留まることから，明瞭な速度コントラス
トの見られない新第三系内の地震波の伝播特性に着目して減衰定数

を設定する。

・具体的には，東海第二発電所敷地に設置している地震計①～④（うち，
②～④は新第三系内に設置）を用いた多数の伝達関数に基づく同定解
析を踏まえ，新第三系としての減衰定数 を一律に設定する。

・

： 2004年北海道留萌支庁南部の地震の地震動評価に用いる範囲
（始点：入力位置，終点：出力位置）

大深度ボーリングのPS検層結果の例及び地盤モデルの検討イメージ

2004年北海道留萌支庁南部の地震（３／４）
5. 震源を特定せず策定する地震動 （１） 全国共通に考慮すべき地震動

■ 地盤モデルの設定

第1134回審査会合
資料１修正
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EL.
(m)

層厚
(m)

S波速度
(m/s)

P波速度
(m/s)

密度
(g/cm3)

減衰定数 h(f)

水平 鉛直

106.0 790 2000 1.85 

0.072f-0.93 0.203f-0.93
90.0 835 2124 1.89 

89.0 904 2205 2.00 

- 938 2245 2.05 

■敷地の地盤特性の影響を考慮した地震動評価

・2004年北海道留萌支庁南部の地震のK-NET HKD020（港町）観測点における基盤地震動に東海第二発電所の
地盤特性を考慮するため，2004年北海道留萌支庁南部の地震の検討に特化して設定した地盤モデル（留萌用地
盤モデル）を用いて，K-NET HKD020（港町）観測点の基盤層と同値となるS波速度938m/sとして，EL.-655mに基
盤地震動を入力し，EL.-370mの解放基盤表面の地震動を評価する。

・評価する基盤地震動は，はぎとり解析の不確かさ等を考慮して，最も大きい最大加速度値の検討結果
（水平方向：検討② 609cm/s2，鉛直方向：検討③ 306cm/s2）を考慮することにより，保守的な設定とする。

第526回審査会合
資料４修正

2004年北海道留萌支庁南部の地震（４／４）
5. 震源を特定せず策定する地震動 （１） 全国共通に考慮すべき地震動に関する検討

▼
解放基盤表面
（出力位置）

▼
K-NET港町観測点
の基盤相当面
（入力位置）

留萌用地盤モデル

-370.0

-476.0

-566.0

-655.0
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5. 震源を特定せず策定する地震動 （１） 全国共通に考慮すべき地震動に関する検討

■敷地における地盤増幅特性の考慮

敷地における解放基盤表面はVs700m/s以上となるEL.-
370m位置に設定している。一方，標準応答スペクトルが地
震基盤相当面（Vs2200m/s以上の地層）で定義されているこ
とを踏まえ，標準応答スペクトルを解放基盤表面において評
価するうえでは，地震基盤相当面から解放基盤表面までの
増幅特性を考慮する。

■標準応答スペクトルに基づく地震動評価の流れ

【地盤モデルの設定】
標準応答スペクトルに対して敷地における地盤増幅特性
を考慮する際には，新第三系とは地盤速度が大きく変化す
る先新第三系上面（地震基盤相当面）へ入力することから，
速度コントラストの大きい境界面の影響を適切に評価できる
よう，速度構造や減衰定数 を設定した地盤モデルとして，

3.7節の標準応答スペクトル用地盤モデルを用いる。

【地震基盤相当面位置における模擬地震波の検討】

標準応答スペクトルに適合する模擬地震波を複数の手法
により検討する。

【解放基盤表面の地震動評価】
地震基盤相当面位置から解放基盤表面までの地盤増幅
特性を考慮した地震動を評価する。また，複数の手法により
検討した地震動評価結果について比較検討を行う。
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の大きい境界面

⑤

大深度
地震計

▽ 地表（EL.+8m）

解放基盤表面
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▽
地震基盤相当面
（EL.-679m）

＝速度コントラスト
の大きい境界面

新
第
三
系

先
新
第
三
系

第
四
系

： 標準応答スペクトルに基づく地震動評価に用いる範囲
（始点：入力位置，終点：出力位置）

標準応答スペクトルに基づく地震動評価： 検討方針

大深度ボーリングのPS検層結果の例及び地盤モデルの検討イメージ

第1053回審査会合
資料１修正
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EL.
(m)

層厚
(m)

S波速度
(m/s)

P波速度
(m/s)

密度
(g/cm3)

減衰定数 h(f)

水平 鉛直

106.0 790 2000 1.85 
0.061f-1.05 (f≦6.78)
0.008    (f＞6.78)

0.264f-1.05 (f≦31.74)
0.007     (f＞31.74)

90.0 835 2124 1.89 
0.058f-1.05 (f≦6.78)
0.008     (f＞6.78)

0.249f-1.05 (f≦31.74)
0.007     (f＞31.74)

89.0 904 2205 2.00 
0.054f-1.05 (f≦6.78)
0.007     (f＞6.78)

0.240f-1.05 (f≦31.74)
0.006     (f＞31.74)

24.0 947 2256 2.07 
0.051f-1.05 (f≦6.78)
0.007     (f＞6.78)

0.234f-1.05 (f≦31.74)
0.006     (f＞31.74)

55.0 2200 4800 2.65 
0.013f-0.21 (f≦1.31)
0.012     (f＞1.31)

0.004f-0.23 (f≦16.46)
0.002     (f＞16.46)

258.0 2800 5300 2.78 
0.010f-0.21 (f≦1.31)
0.010     (f＞1.31)

0.004f-0.23 (f≦16.46)
0.002     (f＞16.46)

- 2800 5300 2.78 

地盤モデルの設定
5. 震源を特定せず策定する地震動 （１） 全国共通に考慮すべき地震動に関する検討 標準応答スペクトルに基づく地震動評価

■ 地盤モデルの設定

・地震基盤相当面から解放基盤表面までの増幅特性を考慮する際に用いる，3.7節の標準応答スペクトル用地盤モデ
ルを以下に再掲する。

・地震基盤相当面位置は，Vs2200m/s以上に相当する敷地での層の上面としてEL.-679m（Vs2200m/s）に設定する。

▽ 解放基盤表面

地震基盤相当面
＝速度コントラスト

▽ の大きい境界面

標準応答スペクトル用地盤モデル

:新第三系 :先新第三系

新規

-370.0

-476.0

-566.0

-655.0

-679.0

-734.0

-992.0
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模擬地震波の検討： 作成方針

地震動評価位置 乱数位相による検討 実観測記録の位相による検討

解放基盤表面
（EL.-370m）

標準応答スペクトル用地盤モデルを用いて
解放基盤表面の地震動を評価する。

標準応答スペクトル用地盤モデルを用いて解放
基盤表面の地震動を評価する。

地震基盤相当面
（EL.-679m）

・乱数の位相を持つ正弦波の重ね合わせに
よって模擬地震波を作成する。
・Noda et al.(2002)に基づき振幅包絡線を設
定する。

・実観測記録の位相を与えて模擬地震波を作成
する。
・用いる観測記録については，敷地における適切
な記録があればこれを用いることとするが，その
ような記録がない場合には敷地周辺における観
測点の記録を用いる。

■位相の違いによる影響

・敷地の地下構造に関しては，標準応答スペクトルが定義されている地震基盤相当面位置（EL.-679m）と解放基盤表面位
置（EL.-370m）が異なることから，地震動の位相の違いが地震基盤相当面から解放基盤表面までの伝播の特性に与え
る影響を検討するため，模擬地震波作成に用いる位相について複数考慮する。

・考慮する位相としては，既許可の模擬地震波作成において使用実績のある乱数位相と実現象を評価に反映することが
できる実観測記録の位相とする。

・上記２つの位相による地震動評価結果を比較した上で，標準応答スペクトルに基づく地震動評価に用いる位相を選定す
る。

地震動の位相の違いが地震基盤相当面から解放基盤表面までの伝播の特性に与える影響を検討し，
標準応答スペクトルに基づく地震動評価に用いる位相を選定。

第1053回審査会合
資料１修正

5. 震源を特定せず策定する地震動 （１） 全国共通に考慮すべき地震動に関する検討 標準応答スペクトルに基づく地震動評価
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模擬地震波の検討： 乱数位相による検討（１／４）

■検討方針

乱数位相を用いた模擬地震波は，乱数の位相を持つ正弦波の重ね合わせによって作成する。振幅包絡線の経時的変
化については，Noda et al.（2002）の方法に基づき設定することとし，その設定に必要なMとXeqは下記のとおり設定する。

【Mの設定】

審査ガイドにおける「全国共通に考慮すべき地震動」の地震規模は，Mw6.5程度未満と記載されており，武村(1990)の
Mo-M関係及びHanks and Kanamori(1979)のMo-Mw関係によりMw6.5をMに換算すると6.9となる。ここで，審査ガイドでは
「Mw6.5程度未満」と幅をもって示されていることから，換算式から求められるMについても幅を持たせ，模擬地震波の特に
強震部の継続時間が長めとなるよう保守的にM7.0として設定する。

【Xeqの設定】

震源近傍で発生する地震を想定したうえ，継続時間が長めとなるようXeq=10kmとして設定する。

tB＝10
0.5M－2.93

tC－tB＝10
0.3M－1.0

tD－tC＝10
0.17M＋0.54logXeq－0.6

(t／tB)
2

E(t)＝ 1

exp[(ln0.1)(t－tC)／(tD－tC)] ＤＣ

ＣＢ

Ｂ

ｔｔｔ

ｔｔｔ

ｔｔ0

模擬地震波
最大加速度
（cm/s2）

継続時間
（s）

振幅包絡線の経時的変化（s）

ｔＢ ｔＣ ｔＤ

水平方向 600 29.80 3.72 16.31 29.80

鉛直方向 400 29.80 3.72 16.31 29.80

tB tｃ tＤ

1

0.1

0

振幅包絡線

第1053回審査会合
資料１修正

5. 震源を特定せず策定する地震動 （１） 全国共通に考慮すべき地震動に関する検討 標準応答スペクトルに基づく地震動評価



212

-18

-100

-50

0

50

100

0 10 20 30

速
度

(
cm
/
s
)

時間(s)

-33

-100

-50

0

50

100

0 10 20 30

速
度

(
cm
/
s
)

時間(s)

400

-1200

-600

0

600

1200

0 10 20 30

加
速
度

(
cm
/
s
2
)

時間(s)

-600

-1200

-600

0

600

1200

0 10 20 30

加
速
度

(
cm
/
s
2
)

時間(s)

■評価結果： 時刻歴波形

乱数位相を用いた模擬地震波の時刻歴波形を示す。

模擬地震波の加速度時刻歴波形

模擬地震波の速度時刻歴波形

鉛直方向水平方向

模擬地震波の検討： 乱数位相による検討（２／４）
第1053回審査会合
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擬似速度応答スペクトル

水平方向 鉛直方向

乱数位相を用いた模擬地震波
標準応答スペクトル

■評価結果： 応答スペクトル

乱数位相を用いた模擬地震波の応答スペクトルを示す。

模擬地震波の検討： 乱数位相による検討（３／４）
第1053回審査会合
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応答スペクトル比

模擬地震波
ＳＩ比

（周期0.1～2.5秒）

水平方向 1.017

鉛直方向 1.006

応答スペクトルの強度値の比（SI比）

dThT,S2
1

T

T vスペクトル強度値

ここで，
Sv
T
h

：擬似速度応答スペクトル
：周期
：減衰定数（5%）

作成した模擬地震波は，日本電気協会（2015）に示される適合度の条件を満足していることを確認した。

最小値 0.97≧0.85 最小値 0.91≧0.85

模擬地震波の検討： 乱数位相による検討（４／４）
■適合度の確認

作成した模擬地震波が，日本電気協会（2015）に示される以下の適合度の条件を満足していることを確認する。

・目標とする応答スペクトル値に対する模擬地震波の応答スペクトル値の比（応答スペクトル比）が全周期帯で0.85以上

・目標とする応答スペクトル強度値に対する模擬地震波の応答スペクトル強度値の比（ＳＩ比）が1.0以上
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①敷地における観測記録の収集・整理

・敷地に近い位置（震央距離10km以内）で発生し，地震の規模がMw6.5程度未満の内陸地殻内地震の揺れに
ついて，敷地で得られた観測記録を収集・整理する。

②敷地周辺における観測記録の収集・整理

・敷地周辺は，東北地方太平洋沖地震の発生前後ともに地震活動
度は低く，震源メカニズム解が得られていないが，福島県南部から
敷地にかけての領域は，南西-北東方向を引張軸とする正断層型
の応力場と考えられており，福島県浜通りから茨城県北部にかけ
ての領域で正断層型の地震が多く発生している。

・そこで，この領域で発生し，地震の規模がMw6.5程度未満の内陸
地殻内地震の揺れについて，敷地周辺のKiK-net観測点で得られ
た震源近傍における観測記録を収集・整理する。

③実観測記録の位相を用いた模擬地震波の作成

・上記①または②で収集・整理した記録の中から，地震基盤相当面（Vs2200m/s以上）位置における模擬地震
波の作成に用いる位相として適切なものを選定し，模擬地震波を作成する。

■検討方針

実観測記録の位相を用いた模擬地震波は，実観測記録の位相を与えて作成する。用いる観測記録の候補としては，
敷地に近い位置（震央距離10km以内）で発生した内陸地殻内地震の敷地における観測記録が考えられるが，その
ような記録がない場合には，応力場が敷地と類似する周辺の領域における地震基盤相当面（Vs2200m/s以上）の観
測記録とする。

（該当する記録がない場合）

（該当する記録がある場合）

模擬地震波の検討： 実観測記録の位相による検討（１／７）
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①敷地における観測記録の収集・整理

■模擬地震波の位相として用いる観測記録としては，敷地に近い位置（震央距離10km以内）で発生したMw6.5程度未
満の内陸地殻内地震の敷地で得られた観測記録が理想的と考えられるが，そのような観測記録は得られていない。

敷地で観測された内陸地殻内地震（Mj5.0～7.0，震央距離30km以内）

No. 発震日時
震央位置 地震規模 震源

深さ
(km)

震央
距離
(km)

緯度（度）経度（度） Mj Mw※2

1 2011/03/11 14:54 36.717 140.576 5.7 - 9.1 28

2 2011/05/31 04:36 36.512 140.931 5.0 4.7 15.1 30

3 2011/09/21 22:30 36.737 140.577 5.2 5.0 8.6 30

4 2011/09/23 17:15 36.693 140.618 5.1 4.7 4.2 25

5 2011/11/20 10:23 36.711 140.588 5.3 5.0 9.0 27

6 2016/12/28 21:38 36.720 140.574 6.3 5.9 10.8 28

【選定条件】

・地震発生様式 ：内陸地殻内地震

・対象期間 ：2011年3月11日※1～2021年12月

・震源深さ ：25km以浅

・Mj ：5.0～7.0

・震央距離 ：10km以内

・対象観測点 ：EL.-372m地震計，EL.-992m地震計※1

該当する地震なし

※1 EL.-992m地震計については2012年8月より観測を開始

•以降では，敷地及び敷地周辺におけるテクトニクス環境下で発生した
Mw6.5程度未満の内陸地殻内地震であって，敷地周辺の観測点にお
いて震源近傍で観測された記録について確認する。

※2 防災科学技術研究所のF-netによる。”－”は該当する地震情報がないことを示す。

模擬地震波の検討： 実観測記録の位相による検討（２／７）
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No. 発震日時

震央位置 地震規模
震源
深さ
(km)

震央距離（km）

緯度
（度）

経度
（度）

Mj Mw※
IBRH13
(高萩)

（Vs3000m/s）

IBRH14
(十王)

（Vs3200m/s）

① 2011/03/19 08:49 36.7373 140.6045 5.3 5.1 5.0 7 7

② 2011/03/19 18:56 36.7837 140.5715 6.1 5.8 5.4 1 10

③ 2011/04/14 07:35 36.7783 140.5732 5.1 4.9 8.8 2 10

④ 2011/09/21 22:30 36.7372 140.5772 5.2 5.0 8.6 6 6

⑤ 2011/09/23 17:15 36.6928 140.6180 5.1 4.7 4.2 12 6

⑥ 2011/11/20 10:23 36.7107 140.5882 5.3 5.0 9.0 9 4

⑦ 2012/02/19 14:54 36.7508 140.5887 5.2 4.9 7.2 5 7

⑧ 2012/03/10 02:25 36.7177 140.6125 5.4 5.2 6.5 9 6

⑨ 2013/12/31 10:03 36.6915 140.6287 5.4 5.0 6.6 12 7

⑩ 2016/12/28 21:38 36.7202 140.5742 6.3 5.9 10.8 8 4

⑪ 2017/08/02 02:02 36.8035 140.5352 5.5 5.1 8.7 4 12

②敷地周辺における観測記録の収集・整理

■福島県浜通りから茨城県北部にかけての領域で発生した内陸地殻内地震の揺れを震源近傍で観測した記録として，
11地震19記録を収集した。得られた記録は，全て正断層型の地震によるものである。

収集した敷地周辺のKiK-net観測記録

【収集条件】

・地震発生様式 ：内陸地殻内地震

・震央地 ：福島県浜通り，茨城県北部

・震源深さ ：25km以浅

・Mj ：5.0～7.0

・震央距離 ：10km以内

・対象観測点 ：KiK-net地中観測点

・観測点の地盤条件 ：地震基盤相当面（Vs2200m/s以上）

収集した内陸地殻内地震の震央位置
及び観測点位置

備考 グレーハッチングの記録は震央距離が10kmより遠いため収集対象から除外

※ 防災科学技術研究所のF-netによる。

模擬地震波の検討： 実観測記録の位相による検討（３／７）
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No. 発震日時

震央位置 地震規模
震源
深さ
(km)

震央距離（km）

緯度
（度）

経度
（度）

Mj Mw※
IBRH13
(高萩)

（Vs3000m/s）

IBRH14
(十王)

（Vs3200m/s）

① 2011/03/19 08:49 36.7373 140.6045 5.3 5.1 5.0 7 7

② 2011/03/19 18:56 36.7837 140.5715 6.1 5.8 5.4 1 10

③ 2011/04/14 07:35 36.7783 140.5732 5.1 4.9 8.8 2 10

④ 2011/09/21 22:30 36.7372 140.5772 5.2 5.0 8.6 6 6

⑤ 2011/09/23 17:15 36.6928 140.6180 5.1 4.7 4.2 12 6

⑥ 2011/11/20 10:23 36.7107 140.5882 5.3 5.0 9.0 9 4

⑦ 2012/02/19 14:54 36.7508 140.5887 5.2 4.9 7.2 5 7

⑧ 2012/03/10 02:25 36.7177 140.6125 5.4 5.2 6.5 9 6

⑨ 2013/12/31 10:03 36.6915 140.6287 5.4 5.0 6.6 12 7

⑩ 2016/12/28 21:38 36.7202 140.5742 6.3 5.9 10.8 8 4

⑪ 2017/08/02 02:02 36.8035 140.5352 5.5 5.1 8.7 4 12

収集した敷地周辺のKiK-net観測記録

備考 グレーハッチングの記録は震央距離が10kmより遠いため収集対象から除外
赤字はMj6.0以上，震央距離5km以内の観測記録を示す

※ 防災科学技術研究所のF-netによる。

■模擬地震波の作成に用いる観測記録の選定

・収集した地震基盤相当面（Vs2200m/s以上）の観測記録（11地震19記録）のうち，地震規模が大きく（Mj6.0以上），より震源に近い位置
（震央距離5km以内）で観測された記録は，②2011年茨城県北部地震（Mj6.1，正断層型）の揺れを震央距離約1kmで観測したKiK-net
観測点IBRH13（高萩）の記録及び⑩2016年茨城県北部地震（Mj6.3，正断層型）の揺れを震央距離約4kmで観測したKiK-net観測点
IBRH14（十王）の記録の２つである。

・模擬地震波の作成に用いる観測記録の位相は，地中観測記録そのものよりも，下降波の影響を除去した露頭基盤波の方が適してい
ると考えているところ，②2011年茨城県北部地震（Mj6.1，正断層型）の揺れを震央距離約1kmで観測したKiK-net観測点IBRH13（高萩）
の記録については，佐藤他(2019)により，地震基盤相当面（Vs2200m/s以上）における露頭基盤波が推定されている。

•上記整理結果を踏まえ，以降では，佐藤他(2019)により推定されている，②2011年茨城県北部地震（Mj6.1，正断層型）の揺れを震
央距離約1kmで観測したKiK-net観測点IBRH13（高萩）の記録の基盤地震動の位相を用いて，実観測記録の位相を用いた模擬地
震波を作成する。

模擬地震波の検討： 実観測記録の位相による検討（４／７）

③実観測記録の位相を用いた模擬地震波の作成
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■評価結果： 時刻歴波形

佐藤他(2019)における2011年茨城県北部地震の基盤推定波と，その位相を用いて作成した模擬地震波を下記に示す。

水平方向 鉛直方向

【佐藤他(2019)の地震動※】
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【作成した模擬地震波】
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※ 図の時刻歴波形は，佐藤他（2019）の結果を標準応
答スペクトルの最大加速度に基準化して示している。

鉛直方向については，佐藤他（2019）において実施された
地盤調査結果を参考に，別途基盤波を推定
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模擬地震波の検討： 実観測記録の位相による検討（５／７）
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乱数位相を用いた模擬地震波
実観測記録の位相を用いた模擬地震波
標準応答スペクトル

擬似速度応答スペクトル

水平方向 鉛直方向

■評価結果： 応答スペクトル

乱数位相を用いた模擬地震波と実観測記録の位相を用いた模擬地震波の応答スペクトルを示す。

模擬地震波の検討： 実観測記録の位相による検討（６／７）
第1053回審査会合
資料１修正

5. 震源を特定せず策定する地震動 （１） 全国共通に考慮すべき地震動に関する検討 標準応答スペクトルに基づく地震動評価



221

0.5

1.0

1.5

0.01 0.1 1 10

応
答

ス
ペ
ク

ト
ル

比

周 期 (s)

0.5

1.0

1.5

0.01 0.1 1 10

応
答

ス
ペ
ク

ト
ル

比

周 期 (s)

鉛直方向水平方向
応答スペクトル比

模擬地震波
ＳＩ比

（周期0.1～2.5秒）

水平方向 1.034

鉛直方向 1.012

応答スペクトルの強度値の比（SI比）

dThT,S2
1

T

T vスペクトル強度値

ここで，
Sv
T
h

：擬似速度応答スペクトル
：周期
：減衰定数（5%）

作成した模擬地震波は，日本電気協会（2015）に示される適合度の条件を満足していることを確認した。

最小値 0.87≧0.85 最小値 0.91≧0.85

■適合度の確認

作成した模擬地震波が，日本電気協会（2015）に示される以下の適合度の条件を満足していることを確認する。

・目標とする応答スペクトル値に対する模擬地震波の応答スペクトル値の比（応答スペクトル比）が全周期帯で0.85以上

・目標とする応答スペクトル強度値に対する模擬地震波の応答スペクトル強度値の比（ＳＩ比）が1.0以上

模擬地震波の検討： 実観測記録の位相による検討（７／７）
第1053回審査会合
資料１修正

5. 震源を特定せず策定する地震動 （１） 全国共通に考慮すべき地震動に関する検討 標準応答スペクトルに基づく地震動評価
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EL.
(m)

層厚
(m)

S波速度
(m/s)

P波速度
(m/s)

密度
(g/cm3)

減衰定数 h(f)

水平 鉛直

106.0 790 2000 1.85 
0.061f-1.05 (f≦6.78)
0.008    (f＞6.78)

0.264f-1.05 (f≦31.74)
0.007     (f＞31.74)

90.0 835 2124 1.89 
0.058f-1.05 (f≦6.78)
0.008     (f＞6.78)

0.249f-1.05 (f≦31.74)
0.007     (f＞31.74)

89.0 904 2205 2.00 
0.054f-1.05 (f≦6.78)
0.007     (f＞6.78)

0.240f-1.05 (f≦31.74)
0.006     (f＞31.74)

24.0 947 2256 2.07 
0.051f-1.05 (f≦6.78)
0.007     (f＞6.78)

0.234f-1.05 (f≦31.74)
0.006     (f＞31.74)

－ 2200 4800 2.65 
0.013f-0.21 (f≦1.31)
0.012     (f＞1.31)

0.004f-0.23 (f≦16.46)
0.002     (f＞16.46)

■標準応答スペクトルに敷地の地盤増幅特性を考慮するため，地震基盤相当面（Vs2200m/s以上）に対応
するEL.-679mに標準応答スペクトルに適合する模擬地震波を入力し，EL.-370mの解放基盤表面の地震
動を評価する。

解放基盤表面の地震動評価（１／６）

▼
解放基盤表面
（出力位置）

▼
地震基盤相当面
（入力位置）

標準応答スペクトル用地盤モデル

第1053回審査会合
資料１修正

-370.0

-476.0

-566.0

-655.0

-679.0

5. 震源を特定せず策定する地震動 （１） 全国共通に考慮すべき地震動に関する検討 標準応答スペクトルに基づく地震動評価



223

比較検討項目 着眼点

時刻歴波形 強震部の継続時間の長さや振幅包絡形状

応答スペクトル 振幅の大きさ

■比較検討： 方針

乱数位相，実観測記録の位相による地震動評価結果を比較し，位相の違いが地震基盤相当面から解放基盤表面まで
の伝播の特性に与える影響を検討する。

解放基盤表面の地震動評価（２／６）
第1053回審査会合
資料１修正

5. 震源を特定せず策定する地震動 （１） 全国共通に考慮すべき地震動に関する検討 標準応答スペクトルに基づく地震動評価
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■比較検討： 時刻歴波形（水平方向）

乱数位相，実観測記録の位相を用いた模擬地震波を解放基盤表面まで伝播させ，時刻歴波形を比較したところ，強
震部の継続時間については，地震基盤相当面，解放基盤表面の両方で乱数位相による時刻歴波形の方が長いことを
確認した。また，振幅包絡形状については，両位相とも地震基盤相当面と解放基盤表面とで傾向は大きく変わらないこ
とを確認した。

乱数位相による時刻歴波形（水平方向） 実観測記録の位相による時刻歴波形（水平方向）

加速度

速度

【解放基盤表面】

加速度

速度

【地震基盤相当面】

速
度

(
c
m
/s
)

解放基盤表面の地震動評価（３／６）
第1053回審査会合
資料１修正

5. 震源を特定せず策定する地震動 （１） 全国共通に考慮すべき地震動に関する検討 標準応答スペクトルに基づく地震動評価
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乱数位相による時刻歴波形（鉛直方向）
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【解放基盤表面】
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■比較検討： 時刻歴波形（鉛直方向）

乱数位相，実観測記録の位相を用いた模擬地震波を解放基盤表面まで伝播させ，時刻歴波形を比較したところ，強
震部の継続時間については，地震基盤相当面，解放基盤表面の両方で乱数位相による時刻歴波形の方が長いことを
確認した。また，振幅包絡形状については，両位相とも地震基盤相当面と解放基盤表面とで傾向は大きく変わらないこ
とを確認した。

解放基盤表面の地震動評価（４／６）
第1053回審査会合
資料１修正

5. 震源を特定せず策定する地震動 （１） 全国共通に考慮すべき地震動に関する検討 標準応答スペクトルに基づく地震動評価
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■比較検討： 応答スペクトル

乱数位相，実観測記録の位相による地震動について，解放基盤表面における応答スペクトルを比較したところ，両者
は同程度であり，差が生じていないことを確認した。

解放基盤表面の地震動評価（５／６）
第1053回審査会合
資料１修正

5. 震源を特定せず策定する地震動 （１） 全国共通に考慮すべき地震動に関する検討 標準応答スペクトルに基づく地震動評価
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乱数位相，実観測記録の位相による地震動は，応答スペクトルでは差が生じないが，時刻
歴波形では乱数位相の方が強震部の継続時間が長いことから，標準応答スペクトルに基
づく地震動評価に用いる位相として，乱数位相を選定する。

比較検討項目 比較検討結果

時刻歴波形

・強震部の継続時間については，地震基盤相当面，解放基盤表面の両方で乱
数位相による時刻歴波形の方が長い。
・振幅包絡形状については，乱数位相，実観測記録の位相とも地震基盤相当
面と解放基盤表面とで傾向は大きく変わらない。

応答スペクトル
解放基盤表面まで伝播させても，乱数位相による応答スペクトルと実観測記
録の位相による応答スペクトルに差は生じていない。

■比較検討結果

地震基盤相当面から解放基盤表面までの伝播の特性について，乱数位相の場合と実観測記録の位相の場合を比較
した結果を下記のとおり整理する。

解放基盤表面の地震動評価（６／６）
第1053回審査会合
資料１修正

5. 震源を特定せず策定する地震動 （１） 全国共通に考慮すべき地震動に関する検討 標準応答スペクトルに基づく地震動評価
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2008年岩手・宮城内陸地震の震源域と東海第二発電所の比較

項目
比較
結果 2008年岩手・宮城内陸地震震源域 東海第二発電所

地質 △

震源域近傍には，主に中新統～鮮新統の堆積岩・火山岩等，
第四系の火山岩類が分布する。

敷地近傍には，中新統の堆積岩，鮮新統の堆積岩，更新統の
段丘堆積物等，完新統の沖積層及び砂丘砂層が分布する。

地質
構造

×

震源域近傍には，中新世以降に形成された褶曲構造が認めら
れる。
カルデラが密集することから，地質構造が複雑である。

敷地近傍に広く分布する新第三系鮮新統～第四系下部更新統
（久米層）及びこれを不整合に覆う上部更新統はほぼ水平に分
布している。
敷地近傍にカルデラは分布しない。

変動地
形等

×

下記の観点より，震源域近傍は変動地形等の認識が難しい地
域である。
- 震源域は山間部に位置し，近傍に河成段丘が一部分布するの
みであり，指標となる地形が少ない。
- 大規模地すべりを含めた地すべりが密集している。
田力他(2009)によると， 木立付近には短いながら明瞭な断層
変位地形があり，低位段丘礫層堆積期以降に複数回，比較的
活発な活動を繰り返していることが明らかとなった。

下記の観点より，敷地近傍は変動地形等が認識しやすい地域
である。
- 陸域には後期更新世以降に形成された段丘面が広く分布して
いる。
- 地すべりが認められない。
- 海域には堆積層からなる鮮新統及び下部更新統が水平に広く
分布している。
変動地形学的調査の結果，敷地近傍陸域に変動地形は認めら
れない。

火山 × 火山フロントに近接する。 火山フロントの遠方に位置する。

地震地
体構造

×
東北日本弧内帯（8C） 東北日本弧外帯（8B）

応力場 ×
防災科学技術研究所（2013）において，ひずみ集中帯と指摘さ
れている。
東西圧縮の逆断層型が卓越

ひずみ集中帯と指摘している文献はない。
敷地周辺の茨城県北部では南西－北東引張の正断層型が卓
越

2008年岩手・宮城内陸地震の震源域と東海第二発電所における地質・地質構造等を整理した結果，地域の特徴が下記のとおり大きく異なっている
ことから，当該地震の観測記録は収集対象外とする。
・震源域近傍は変動地形等の認識が難しい地域であるのに対し，東海第二発電所敷地近傍は変動地形等が認識しやすい地域である。
・震源域周辺は東西圧縮の逆断層型が卓越する応力場であるのに対し，東海第二発電所周辺の茨城県北部では南西－北東引張の正断層型が
卓越する応力場である。

【凡例】〇類似性あり，△：類似性低い～一部あり，×：類似性なし

（２） 地域性を考慮する地震動： 2008年岩手・宮城内陸地震
5. 震源を特定せず策定する地震動 第526回審査会合

資料４再掲



229

2000年鳥取県西部地震の震源域と東海第二発電所の比較

項目
比較
結果

2000年鳥取県西部地震震源域 東海第二発電所

地質 ×
震源域近傍には，主に白亜系～古第三系の花崗岩及び中新統
の安山岩～玄武岩の岩脈が分布する。

敷地近傍には，中新統の堆積岩，鮮新統の堆積岩，更新統の段
丘堆積物等，完新統の沖積層及び砂丘砂層が分布する。

地質
構造

×
第四紀中期以降に新たに断層面を形成して，断層が発達しつつ
あり，活断層の発達過程としては初期ないし未成熟な段階にある。

敷地近傍に広く分布する新第三系鮮新統～第四系下部更新統
（久米層）及びこれを不整合に覆う上部更新統はほぼ水平に分布
している。

変動地
形等

×

下記の観点より，震源域近傍は変動地形等の認識が難しい地域
である。
- 岡田(2002)によると，震源域近傍の活断層の特徴として，第四紀
中期以降に新たな断層面を形成して断層が発達しつつあり，活
断層の発達過程としては初期ないし未成熟な段階にある。
震源域に震源断層の方向とほぼ一致する短く断続するリニアメン
ト群が判読されるとともにリニアメント沿いで水平に近い条線をも
つ断層露頭が多く確認され，これらの断層は横ずれ断層に伴うフ
ラワー構造を呈して地下では1本の断層に収斂すると推測されて
いる。

下記の観点より，敷地近傍は変動地形等が認識しやすい地域で
ある。
- 陸域には後期更新世以降に形成された段丘面が広く分布してい
る。
- 地すべりが認められない。
- 海域には堆積層からなる鮮新統及び下部更新統が水平に広く分
布している。
変動地形学的調査の結果，敷地近傍陸域に変動地形は認めら
れない。

火山 × 火山フロントに近接する。 火山フロントの遠方に位置する。

地震地
体構造

×
中国山地・瀬戸内海（10C5） 東北日本弧外帯（8B）

応力場 ×
西村（2014）において，ひずみ集中帯と指摘されている。
東西圧縮の横ずれ断層型が卓越

ひずみ集中帯と指摘している文献はない。
敷地周辺の茨城県北部では南西－北東引張の正断層型が卓越

【凡例】〇類似性あり，△：類似性低い～一部あり，×：類似性なし

2000年鳥取県西部地震の震源域と東海第二発電所における地質・地質構造等を整理した結果，地域の特徴が下記のとおり大きく異なっていることから，
当該地震の観測記録は収集対象外とする。
・震源域近傍は活断層の発達過程としては未成熟な段階であるとともに花崗岩が分布する地域であり弾性波探査等の調査では断層の存否を確認する
ことは難しく活構造の認識が困難な地域であるのに対し，東海第二発電所敷地近傍は堆積岩が分布する地域であることから弾性波探査等の調査によ
り活構造が認識しやすい地域である。
・震源域周辺は東西圧縮の横ずれ断層型が卓越する応力場であるのに対し，東海第二発電所周辺の茨城県北部では南西－北東引張の正断層型が卓
越する応力場である。

（２） 地域性を考慮する地震動： 2000年鳥取県西部地震
5. 震源を特定せず策定する地震動 第526回審査会合

資料４再掲
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擬似速度応答スペクトル加速度時刻歴波形

■2004年北海道留萌支庁南部の地震の検討結果に保守性を考慮した，水平方向 610cm/s2，鉛直方向 280cm/s2

の地震動，及び，標準応答スペクトルに基づき策定した，水平方向829cm/s2，鉛直方向499cm/s2の地震動を，震
源を特定せず策定する地震動として考慮する。

水平方向 鉛直方向

2004年北海道留萌支庁南部の地震の
検討結果に保守性を考慮した地震動

（３） 震源を特定せず策定する地震動の設定
5. 震源を特定せず策定する地震動 第526回審査会合

資料４修正

標準応答スペクトルに基づき策定した地震動

2004年北海道留萌支庁南部の地震の検討結果に保守性を考慮した地震動
標準応答スペクトルに基づき策定した地震動

水平方向

鉛直方向
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1. 基準地震動の策定の概要

2. 敷地周辺の地震発生状況

3. 地下構造評価

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

4.1 プレート間地震

4.2 海洋プレート内地震

4.3 内陸地殻内地震

5. 震源を特定せず策定する地震動

6. 地盤モデルの整理

7. 基準地震動の策定

8. 基準地震動の年超過確率の参照

参考資料

・震源を特定せず策定する地震動（地域性を考慮する地震動）
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： 地震動評価に用いる範囲（始点：入力位置，終点：出力位置）

大深度ボーリングのPS検層結果の例及び地盤モデルの検討イメージ

P109再掲
6. 地盤モデルの整理

■従来の統計的グリーン関数法用地盤モデルの設定

従来，経験的グリーン関数法による地震動評価に対する妥当性確認
のための統計的グリーン関数法の評価に用いる地盤モデルの設定の
際には，敷地の大深度地震観測記録等，データの蓄積が十分でな
かったことから，一般的に用いられる手法として，速度構造については
大深度ボーリングデータのダウンホール法に基づき設定し，減衰定数
については既往の知見に基づき設定していた。

■既許可審査以降の新しい知見等を踏まえた新しい地盤モデルの設定

一方，標準応答スペクトルに基づく地震動評価においては，標準応
答スペクトルがVs2200m/s以上となる地震基盤相当面で定義されてい
ることから，地震基盤相当面以深まで掘削している大深度ボーリング
データや地震観測記録を精査する必要があると判断した。
そこで，物理探査結果との整合性の確認や既許可審査以降も蓄積
されている地震観測記録等，既許可審査では取り入れていなかった新
しい知見や考え方を整理し，今回取り入れることにより，標準応答スペ
クトルに基づく地震動評価のための地盤モデルを新たに設定した。

■統計的グリーン関数法用地盤モデルの見直し要否

地盤モデルの設定に際しては，着目する地層区分及び深さの範囲の
違いを踏まえ，地震動評価の目的に応じた検討を行う必要がある。
ここで，統計的グリーン関数法による検討においても，標準応答スペ
クトル用地盤モデルの設定の際に着目している，速度コントラストの大
きい境界面の影響等，地震基盤相当面以深（先新第三系）から解放基
盤表面（新第三系）までの地震波の伝播特性について，既許可審査以
降に蓄積された新しい知見等を適切に反映する必要があると判断した。

既許可審査において，経験的グリーン関数法による地震動評価
に対する妥当性確認のために用いていた統計的グリーン関数法
用地盤モデルについては，既許可審査以降に蓄積された地震
基盤相当面以深（先新第三系）からの地震波の伝播特性に関す
る新しい知見等を取り入れて設定した標準応答スペクトル用地
盤モデルに，更新することとする。

標準応答スペクトルに基づく地震動評価に伴う地盤モデルの新規設定
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東海第二発電所敷地地盤のイメージ図

■標準応答スペクトルに基づく地震動評価では，地震基盤相当面以深の先新第三系
に設置した大深度地震計の観測記録の活用等により新たに地盤モデルを設定した
ことに伴い，既許可の留萌用地盤モデルについて，その見直し要否を以下のとおり
検討する。

■モデル設定の着眼点の違いを踏まえた留萌用地盤モデルの見直し要否に係る検討

・留萌用地盤モデルの検討では，K-NET港町観測点の基盤層がVs938m/sの層であっ
たことから，敷地の速度構造に照らし，K-NET港町観測点の基盤相当面（EL.-655m）
が位置する第四系下部更新統～新第三系鮮新統（以降，新第三系）までの深さの範
囲（地震基盤相当面（EL.-679m）以浅）に着目している。一方，標準応答スペクトル用
地盤モデルの検討では，標準応答スペクトルがVs2200m/s以上の地震基盤相当面
で定義されていることから，敷地の速度構造に照らし，速度コントラストの大きい境界
面（地震基盤相当面（EL.-679m））を含む先新第三系の深さまで着目する範囲を拡大
している。

・このように地盤モデルの設定に際しては着目する地層区分及び深さの範囲の違いを
踏まえたそれぞれの目的に応じて検討を行っている。この点について，両地盤モデ
ルの速度構造や減衰定数の設定の考え方を改めて整理し，留萌用地盤モデルの見
直し要否を判断する。
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先
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三
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第
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系
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● ：地震計（①～⑤）

： 地震動評価に用いる範囲（始点：入力位置，終点：出力位置）
（赤：留萌波の地震動評価，
青：標準応答スペクトルに基づく地震動評価）

（１） 速度構造の設定

留萌用地盤モデルと標準応答スペクトル用地盤モデルの考え方を整理し比較する。

（２） 減衰定数の設定

留萌用地盤モデルと標準応答スペクトル用地盤モデルの考え方を整理し比較する。

（３） 留萌用地盤モデルの見直し要否

以上の整理結果を踏まえて留萌用地盤モデルの見直し要否を判断する。

第1134回審査会合
資料１再掲留萌用地盤モデルの位置づけ

6. 地盤モデルの整理
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標準応答スペクトル用地盤モデル：

③’調査結果に基づく標高依存式より，当該層の中心位置の値を
算出。

⑤ 大深度ボーリングデータのサスペンション法の結果に準拠し，
ダウンホール法における同一層内で，サスペンション法のVs，
Vpをそれぞれ平均して求めた値を設定。

■留萌用地盤モデルと標準応答スペクトル用地盤モデル，それぞれの速度構造の設定について，比較して以下に示す。

・地震基盤相当面以浅（新第三系）では，留萌用地盤モデルと標準応答スペクトル用地盤モデルの速度構造の基本的な考え方
は同じであるが，留萌用地盤モデルの速度構造については，新第三系の久米層の地盤速度が深度に依存して漸増する一次
関数の式（標高依存式）で表現できる特徴があることから，この標高依存式を用いて，留萌波の入力位置となる基盤相当面を
K-NET港町観測点における基盤層と同値となるVs938m/sとしてEL.-655mに設定しており，留萌波の検討に特化したモデルと
なっている。

・留萌波の地震動評価においては，地盤速度が標高依存式で表現できる特徴を反映し，この評価に特化した留萌用地盤モデ
ルの速度構造を用いることが適切である。

上端標高
(m)

S波速度
(m/s)

P波速度
(m/s)

密度
(g/cm3)

-370.0 790 2000 1.85 

-476.0 835 2124 1.89 

-566.0 904 2205 2.00 

-655.0 947 2256 2.07 

-679.0 2200 4800 2.65

上端標高
(m)

S波速度
(m/s)

P波速度
(m/s)

密度
(g/cm3)

-370.0 790 2000 1.85 

-476.0 835 2124 1.89 

-566.0 904 2205 2.00 

-655.0 938 2245 2.05 

：留萌波の評価に特化した物性値

留萌用地盤モデルの速度構造 標準応答スペクトル用地盤モデルの速度構造

【速度構造の設定】

両モデル共通：

① 層区分については概ね100m程度を目安に設定。

② 上層との連続性を考慮し，上層（地表（EL.8m）からEL.-372mで観測した地震記録をもとに地盤同定解析を行い設定）と同じ値を設定。

③ 調査結果に基づく標高依存式より，当該層の中心位置の値を算出。

留萌用地盤モデル：

④ 敷地におけるK-NET港町観測点の基盤相当面位置については，
K-NET港町観測点における基盤層と同値となるVs938m/sとして，
調査結果に基づく標高依存式を用いてEL.-655ｍに設定した。Vp，
密度の値についてはEL.-655m位置において標高依存式から得
られる値を設定。

▽地震基盤相当面

① ②

③

⑤

④

① ②

③

③’

▽解放基盤表面

▽

K-NET
港町観測点の

基盤相当面

第1134回審査会合
資料１再掲留萌用地盤モデルの位置づけ： （１）速度構造の設定

6. 地盤モデルの整理
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伝達関数の４ペア※１

①/② ③/④

②/③ ④/⑤

■留萌波の検討に当たり，敷地における速度構造や地震計設置状況を踏まえると，減衰定数の設定方法は以下の２つが考えられる。

明瞭な速度コントラストの見られない新第三系内の地震波の伝播特性に着目し，新第三系内３点（②～④）を含む合計４点（①～④）の地
震計を用いた多数の伝達関数に基づく同定解析結果を踏まえ，新第三系としての減衰定数を一律に設定する方法（留萌用地盤モデル）
速度コントラストの大きい境界面の影響が含まれる，④EL.-372m地震計と⑤大深度地震計のペア間の伝達関数を考慮した広範囲の同
定解析により，新第三系，先新第三系の減衰定数を細分化した層区分毎に設定する方法（標準応答スペクトル用地盤モデル）

■留萌波の地震動評価においては，敷地の地盤増幅特性を考慮する範囲が明瞭な速度コントラストの見られない新第三系内に留まること
から，減衰定数の設定方法としては，新第三系内における地震波の伝播特性に着目して実施した同定解析結果を踏まえ，新第三系として
の減衰定数を一律に設定する上記 の方法を採用することが適切であり，留萌用地盤モデルの減衰定数の設定を見直す必要はない。

■なお，同定解析に当たり用いる減衰モデル については，減衰定数の評価事例の蓄積を踏まえると，標準応答スペクトル用地盤モデルで

採用している，高振動数帯で下限を考慮する方法がより現実に則した合理的なモデル設定の方法であると考えられるものの，留萌用地盤
モデルで採用している，高振動数帯で下限を考慮せず振動数依存とする方法の方が保守的な設定※２となっている。

【留萌用地盤モデルの検討】

伝達関数の６ペア

①/② ②/③

①/③ ②/④

①/④ ③/④

※１ 鉛直方向は①/③，③/④，④/⑤の３ペア

【標準応答スペクトル用地盤モデルの検討】

： 地震動評価に用いる範囲（始点：入力位置，終点：出力位置） ●： 同定解析に用いる地震計（①～⑤）
（赤：留萌波の地震動評価，青：標準応答スペクトルに基づく地震動評価）

・評価対象：
標準応答スペクトルに基づく地震動評価

・入力位置：先新第三系上面

・出力位置：新第三系内

・減衰モデル ：振動数依存（下限考慮）

・速度コントラストの大きい境界面の影響
が含まれる，④EL.-372m地震計と⑤大
深度地震計のペア間の伝達関数を考慮
した広範囲の同定解析を実施

⇒ 新第三系，先新第三系の減衰定数
を細分化した層区分毎に設定（ の
方法）

標準応答スペクトル用地盤モデルで設定
した減衰定数を用いて留萌波の検討を
行う場合，K-NET港町観測点の基盤相
当面（破線）以浅のみの範囲を対象とし
て検討することとなる。

・評価対象：留萌波の地震動評価

・入力位置：新第三系内

・出力位置：新第三系内

・減衰モデル ：振動数依存

・明瞭な速度コントラストの見られな
い新第三系内の地震波の伝播特
性に着目し，新第三系内３点（②
～④）を含む合計４点（①～④）の
地震計のペアとして最大となる６
個の伝達関数を考慮して同定解
析を実施

⇒ 新第三系としての減衰定数を
一律に設定（ の方法）

※２ 一般的に，減衰定数 が小さいほど地震波の増幅が大きく地震動も大きくなることから，振動数依存の減衰モデル については，減衰定数 が低下する高振動数帯において下限を考慮しない方が保守的な設定と言える。

第1134回審査会合
資料１再掲留萌用地盤モデルの位置づけ： （２）減衰定数の設定

6. 地盤モデルの整理
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■結論

・以上の整理結果を踏まえると，留萌波の地震動評価においては，その評価に特化した速度構造を設定し，また新第
三系内における地震波の伝播特性に着目して減衰定数を設定した留萌用地盤モデルを用いることが適切である。

・従って，今回，標準応答スペクトルの取入れに伴い新たに地盤モデルを設定したとしても，留萌用地盤モデルを見直
す必要はない。

留萌用地盤モデルの位置づけ： 留萌用地盤モデルの見直し要否
第1134回審査会合
資料１修正

6. 地盤モデルの整理
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■標準応答スペクトルに基づく地震動評価において新たに地盤モデルを設定したことに伴い，各種の地震動評価とその
評価に用いる地盤モデルの関係を整理する。

・各種の地震動評価においては，検討の目的に応じて設定した地盤モデルを用いることが適切である。

・標準応答スペクトルに基づく地震動評価においては，新第三系とは地盤速度が大きく変化する先新第三系上面に入力
することから，速度コントラストの大きい境界面の影響を適切に評価できる速度構造や減衰定数を設定した標準応答ス
ペクトル用地盤モデル（本編3.7節で記載した地盤モデル）を用いることが適切である。

・断層モデル手法による地震動評価のうち，統計的グリーン関数法を用いた地震動評価においては，標準応答スペクト
ルに基づく地震動評価と同様，新第三系とは地盤速度が大きく変化する先新第三系内に入力して評価することから，そ
の評価には標準応答スペクトル用地盤モデル（本編3.7節で記載した地盤モデル）を用いることが適切である。（標準応
答スペクトル用地盤モデルを用いた統計的グリーン関数法の評価結果より，経験的グリーン関数法により策定した基
準地震動の妥当性については確認済）

・留萌波の地震動評価においては，その評価に特化した速度構造を設定し，また新第三系内における地震波の伝播特
性に着目して減衰定数を設定した留萌用地盤モデルを用いることが適切である。

評価対象
評価に用いる地盤増幅特性

の検討範囲

評価に用いる地盤モデル

本資料 2021年6月申請時

標準応答スペクトル
に基づく地震動評価

先新第三系～新第三系
標準応答スペクトル用地盤モデル
（本編3.7節で記載した地盤モデル）

標準応答スペクトル用地盤モデル

断層モデル手法による
地震動評価のうち
統計的グリーン関数法
を用いた地震動評価

統計的グリーン関数法用地盤モデル

留萌波の地震動評価 新第三系内 留萌用地盤モデル 留萌用地盤モデル

各種の地震動評価とその評価に用いる地盤モデルの関係

各種の地震動評価に用いる地盤モデルの整理（１／２）
第1134回審査会合
資料１修正

6. 地盤モデルの整理
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6. 地盤モデルの整理

各種の地震動評価に用いる地盤モデルの整理（２／２）

上端標高
(m)

S波速度
(m/s)

P波速度
(m/s)

密度
(g/cm3)

減衰定数h(f)

水平 鉛直

-370.0 790 2000 1.85 
0.061f-1.05 (f≦6.78)
0.008     (f＞6.78)

0.264f-1.05 (f≦31.74)
0.007     (f＞31.74)

-476.0 835 2124 1.89 
0.058f-1.05 (f≦6.78)
0.008     (f＞6.78)

0.249f-1.05 (f≦31.74)
0.007     (f＞31.74)

-566.0 904 2205 2.00 
0.054f-1.05 (f≦6.78)
0.007     (f＞6.78)

0.240f-1.05 (f≦31.74)
0.006     (f＞31.74)

-655.0 947 2256 2.07 
0.051f-1.05 (f≦6.78)
0.007     (f＞6.78)

0.234f-1.05 (f≦31.74)
0.006     (f＞31.74)

-679.0 2200 4800 2.65 
0.013f-0.21 (f≦1.31)
0.012     (f＞1.31)

0.004f-0.23 (f≦16.46)
0.002     (f＞16.46)

上端標高
(m)

S波速度
(m/s)

P波速度
(m/s)

密度
(g/cm3)

減衰定数h(f)

水平 鉛直

-370.0 790 2000 1.85 

0.072f-0.93 0.203f-0.93
-476.0 835 2124 1.89 

-566.0 904 2205 2.00 

-655.0 938 2245 2.05 

解放基盤
表面

地震基盤
相当面

統計的グリーン関数法用地盤モデル
（左記モデルに更新）

留萌用地盤モデル
（留萌波の検討専用のモデル）

標準応答スペクトル用地盤モデル

上端標高
(m)

S波速度
(m/s)

P波速度
(m/s)

密度
(g/cm3)

減衰定数

水平 鉛直

-370.0 790 2000 1.85 

h=0.02 h=0.01

-477.0 840 2110 1.96 

-677.0 2750 4740 2.63 Q=110f0.69

K-NET
港町観測点の

基盤相当面

■前ページで整理した地盤モデルの諸元を以下に示す。

新規
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1. 基準地震動の策定の概要

2. 敷地周辺の地震発生状況

3. 地下構造評価

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

4.1 プレート間地震

4.2 海洋プレート内地震

4.3 内陸地殻内地震

5. 震源を特定せず策定する地震動

6. 地盤モデルの整理

7. 基準地震動の策定

8. 基準地震動の年超過確率の参照

参考資料

・震源を特定せず策定する地震動（地域性を考慮する地震動）

参考文献
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7

17

125

125
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180

202

231
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279

323
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■応答スペクトル手法による地震動評価結果をすべて包絡するよう基準地震動Ｓｓ－Ｄ１のコントロールポイントを設定する。

基準地震動Ss-D１
プレート間地震による評価
海洋プレート内地震による評価
内陸地殻内地震による評価

応答スペクトル
コントロールポイント

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

Sｓ-D１Ｈ
周期（s） 0.02 0.09 0.13 0.60 5.00

速度（cm/s） 2.77 34.38 50.69 115.00 115.00

応答スペクトル
コントロールポイント

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

Sｓ-D１Ｖ
周期（s） 0.02 0.04 0.09 0.13 0.60 5.00

速度（cm/s） 1.78 6.37 22.20 34.14 76.67 76.67

870cm/s2
560cm/s2

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 応答スペクトル手法（１／２）
7. 基準地震動の策定 第526回審査会合

資料４再掲
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■基準地震動Ｓｓ－Ｄ１Ｈ及びＳｓ－Ｄ１Ｖの応答スペクトルに適合する模擬地震波は，乱数の位相を持つ正弦波の重ね合わせによって作成するも
のとし，振幅包絡線の経時的変化については，Noda et al.（2002）の方法に基づき，下記に示す形状とする。

地震規模Ｍ，等価震源距離Ｘｅｑについては，基準地震動Ｓｓ－Ｄ１
に対して支配的な震源となるプレート間地震及び内陸地殻内地震の
うち，より継続時間が長くなるよう，プレート間地震の条件を考慮して
M8.3，Xeq=135.8kmとする（詳細は次頁で説明）。

模擬地震波の速度時刻歴波形

tB＝10
0.5M－2.93

tC－tB＝10
0.3M－1.0

tD－tC＝10
0.17M＋0.54logXeq－0.6

(t／tB)
2

E(t)＝ 1

exp[(ln0.1)(t－tC)／(tD－tC)] ＤＣ

ＣＢ

Ｂ

ｔｔｔ

ｔｔｔ

ｔｔ0

-48
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)
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(
c
m
/
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Ｓｓ－Ｄ１Ｖ（鉛直方向）Ｓｓ－Ｄ１Ｈ（水平方向）

模擬地震波の加速度時刻歴波形

模擬地震波
最大加速度
（cm/s2）

継続時間（s）
振幅包絡線の経時的変化（s）

ｔＢ ｔＣ ｔＤ

Ｓｓ－Ｄ１Ｈ 870 139.28 16.60 47.50 139.28

Ｓｓ－Ｄ１Ｖ 560 139.28 16.60 47.50 139.28

tB tｃ tＤ

1

0.1

0

-870
-1200

-600

0

600

1200

0 50 100 150 200
時間(s)

加
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度
(
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/
s
2 ) 560

-1200
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0
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加
速

度
(c
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s
2 )

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 応答スペクトル手法（２／２）
7. 基準地震動の策定 第526回審査会合

資料４再掲
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■基準地震動Ｓｓ－Ｄ１の応答スペクトルに適合する模擬地震波作成に関し，Noda et al.（2002）の方法に基づく振幅包絡線の設定に必要なM，Xeqについては，基準地
震動Ｓｓ－Ｄ１に対して支配的な震源となるプレート間地震（2011年東北地方太平洋沖型地震）及び内陸地殻内地震（Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層に
よる地震）のうち，より継続時間が長くなるよう，プレート間地震（2011年東北地方太平洋沖型地震）の条件を考慮して設定する。

振幅包絡線のM，Xeqは，2011年東北地方太平洋地震に関する知見等に基づきM8.3，Xeq=135.8kmとする。

2011年東北地方太平洋沖地震の震度と距離減衰

○2011年東北地方太平洋沖地震の観測震度
●距離減衰（AVS150m/s）
●距離減衰（AVS400m/s）
●距離減衰（AVS700m/s）

中央防災会議（2012）に一部加筆

ヒストグラムは計測震度4.5以上を観測した
地点について工学的基盤（AVS600m/s）上
の震度で比較し作成

2011年東北地方太平洋沖地震の震度分布と
断層最短距離の算出に用いた震源断層モデル

（赤枠）

Mw8.2

Mw8.3

Mw8.4

Mw8.5

・Mの設定

Noda et al.(2002) のマグニチュード（気象庁マグニチュードまたはそ
れに準ずるもの）に関する上限はM8.5である。具体的には，M7.0まで
の観測記録を回帰したものに対し実記録との比較を通してM8.0まで適
用性を確認したうえで，それ以上の規模に対してはM8.5まで外挿し理
論的検討で確認している。

一方，2011年東北地方太平洋沖型地震の規模はそれを上回る
Mw9.0であることから，Noda et al.(2002)の適用範囲を外れる。

しかしながら，司他（2011）では，2011年東北地方太平洋沖地震を含
め，国内外で発生した超巨大地震（Mw8.3～9.0）における強震動の距
離減衰特性の分析結果から，強震動レベルに見合う地震規模はいず
れもMw8.3であることが示されている。

また，中央防災会議（2012）の知見では，2011年東北地方太平洋沖
地震における震度分布と距離減衰式の関係から求めた地震規模Mw
について「8.2～8.3程度」と指摘されている。

Noda et al.(2002) に適用するマグニチュードについては， Mが8を大
きく超えるような地震に関する気象庁マグニチュードは過小評価にな
ることが知られている（気象庁(2012））ことを踏まえ，安全側にMwの値
をMとみなして，上記知見に基づき，Mw8.3=M8.3として設定する。

・Xeqの設定

プレート間地震の地震動評価で設定した2011年東北地方太平洋沖
型地震の基本震源モデル全体を考慮した等価震源距離Xeq=135.8km
とする。

振幅包絡線の設定に係るマグニチュード（M），等価震源距離（Xeq）の設定
7. 基準地震動の策定 第526回審査会合

資料４再掲
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■作成した模擬地震波が，日本電気協会（2008）に示される以下の適合度の条件を満足していることを確認する。

・目標とする応答スペクトル値に対する模擬地震波の応答スペクトル値の比（応答スペクトル比）が全周期帯で0.85以上

・応答スペクトルの強度値の比（ＳＩ比）が1.0以上

Ｓｓ－Ｄ１Ｖ（鉛直方向）Ｓｓ－Ｄ１Ｈ（水平方向）

応答スペクトル比

模擬地震波
ＳＩ比

（周期0.1～2.5秒）

Ｓｓ－Ｄ１Ｈ 1.003

Ｓｓ－Ｄ１Ｖ 1.005

応答スペクトルの強度値の比（SI比）

dThT,S2
1

T

T vスペクトル強度値

ここで，
Sv
T
h

：擬似速度応答スペクトル
：周期
：減衰定数（5%）

作成した模擬地震波は，日本電気協会（2008）に示される適合度の条件を満足していることを確認した。

0.85 0.85

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 応答スペクトル手法
7. 基準地震動の策定 第526回審査会合
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■各地震発生様式における断層モデル手法の地震動評価結果（全ケース）と基準地震動Ｓｓ－Ｄ１を比較する。

基準地震動Ｓｓ－Ｄ１
プレート間地震の評価結果
海洋プレート内地震の評価結果
内陸地殻内地震の評価結果

断層モデル手法による各地震動評価結果のうち，プレート間地震及び内陸地殻内地震の評価結果が基準地震動Ｓｓ－Ｄ１を一

部の周期帯で上回る。なお，海洋プレート内地震の地震動評価結果は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ１に包絡されている。

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 断層モデル手法（１／２）
7. 基準地震動の策定 第526回審査会合
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■各地震発生様式における断層モデル手法による地震動評価結果のうち，一部周期帯で基準地震動Ｓｓ－Ｄ１を上回るケースを示す。

各地震発生様式の断層モデル手法による地震動評価結果のうち，一部周期帯で基準地震動Ｓｓ－Ｄ１を上回る６ケースを断層モ

デル手法による基準地震動に選定し，それぞれＳｓ－１１，Ｓｓ－１２，Ｓｓ－１３，Ｓｓ－１４，Ｓｓ－２１，Ｓｓ－２２とする。

Ｓｓ－D１ 応答スペクトル手法による基準地震動
Ｓｓ－１１ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点1）
Ｓｓ－１２ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点2）
Ｓｓ－１３ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点3）
Ｓｓ－１４ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点2）
Ｓｓ－２１ 2011年東北地方太平洋沖型地震（短周期レベルの不確かさ）
Ｓｓ－２２ 2011年東北地方太平洋沖型地震（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）
断層モデル手法の各評価結果

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 断層モデル手法（２／２）
7. 基準地震動の策定 第526回審査会合
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NS方向 EW方向 UD方向

Ｓｓ－１１ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点1）

Ｓｓ－１２ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点2）

Ｓｓ－１３ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点3）

Ｓｓ－１４ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点2）

■基準地震動Ｓｓの加速度時刻歴波形
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敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 基準地震動Ｓｓ（１／２）
7. 基準地震動の策定 第526回審査会合
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Ｓｓ－２１ 2011年東北地方太平洋沖型地震（短周期レベルの不確かさ）

Ｓｓ－２２ 2011年東北地方太平洋沖型地震（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）
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■基準地震動Ｓｓの加速度時刻歴波形

UD方向

7. 基準地震動の策定

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 基準地震動Ｓｓ（２／２）
第526回審査会合
資料４再掲



248

h=0.05

/s
2 )

変
位
(cm)

加
速
度
(c
m/
s

100

10
00
0

50
00

10

50
00

20
00

10
00

0050
0

1

20
0

0010
0

0.1

0.1

1

10

100

1000

0.01 0.1 1 10

速
度

(
c
m
/
s
)

周 期 (s)

h=0.05

m/
s

2 )

加
速
度
(c
m/
s

変
位
(cm)

100

10
00
0

50
00

50
00

10

20
00

10
00

50
0

1

20
0

10
0

0.1

0.1

1

10

100

1000

0.01 0.1 1 10

速
度

(
c
m
/
s
)

周 期 (s)

水平方向 鉛直方向

■震源を特定せず策定する地震動と基準地震動Ｓｓ－Ｄ１を比較する。

2004年北海道留萌支庁南部の地震の検討結果に保守性を考慮した地震動及び標準応答スペクトルに基づき策定した地震動は，

一部周期帯で基準地震動Ｓｓ－Ｄ１を上回るため，基準地震動に選定する。

Ｓｓ－D１ 応答スペクトル手法による基準地震動
Ｓｓ－３１ 2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動
Ｓｓ－３２ 標準応答スペクトルに基づき策定した地震動

震源を特定せず策定する地震動（１／２）
7. 基準地震動の策定 第526回審査会合
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Ｓｓ－３１ 2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動

■基準地震動Ｓｓの加速度時刻歴波形
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震源を特定せず策定する地震動（２／２）
7. 基準地震動の策定
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Ｓｓ－３２ 標準応答スペクトルに基づき策定した地震動

第526回審査会合
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■基準地震動Ｓｓを示す。

NS方向 EW方向 UD方向

Ｓｓ－D１ 応答スペクトル手法による基準地震動
Ｓｓ－１１ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点1）
Ｓｓ－１２ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点2）
Ｓｓ－１３ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点3）
Ｓｓ－１４ F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点2）
Ｓｓ－２１ 2011年東北地方太平洋沖型地震（短周期レベルの不確かさ）
Ｓｓ－２２ 2011年東北地方太平洋沖型地震（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）
Ｓｓ－３１ 2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動
Ｓｓ－３２ 標準応答スペクトルに基づき策定した地震動

基準地震動Ｓｓ（１／３）
7. 基準地震動の策定 第526回審査会合
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基準地震動
最大加速度（cm/s2）

NS方向 EW方向 UD方向

Sｓ-D１ 応答スペクトル手法による基準地震動

Sｓ-１１
F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断
層による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点1）

Sｓ-１２
F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断
層による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点2）

Sｓ-１３
F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断
層による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点3）

Sｓ-１４
F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断
層による地震
（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点2）

Sｓ-２１
2011年東北地方太平洋沖型地震
（短周期レベルの不確かさ）

Sｓ-２２
2011年東北地方太平洋沖型地震
（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの
重畳）

■基準地震動Ｓｓの最大加速度の一覧を示す。
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